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はしがき 
 
マスコミあるいは著名なエコノミストの間でも、経済データに対する誤解あるいは曲解に

基づいて現状分析を行っているケースがしばしば見られる。いろいろな攪乱的要素を持ち

しかもしばしばコンマ以下の動きしか見せない経済データを的確に読みこなすためには、

経済や個々の産業の実態についての十分な知識はもちろん、それぞれのデータがどのよ

うな手順で作成され、また報告者側でどのような意識と判断で調査票に統計原情報を記

入しているのかといったことが必須の要件となる。このことが、実は個々の統計が持つバイ

アス（あるいは統計のクセ）を読み解き、それから最大限の情報を汲み取る上で求められる。

このような情報はこれまで客観的な形で体系的に定式化されることはほとんどなかった。統

計の作成過程に主体的に関与するととともに、作成され提供されるデータのユーザーの

立場に立つことができ、しかも業界の現状や新たな動向といった実態経済に精通する者

がはじめてこの種の情報を自由にできる。 
  景気の動向を左右するものとして民間設備投資がある。わが国では、政府、民間を含め、

いろいろな機関が設備投資関連の統計を作成している。一見豊富に存在するこういった設備

投資関連の諸統計のなかで、特にどのようなものに注目し、どのようにその数字を読むことで、

現実の設備投資動向を的確に把握することができるのだろうか。本報告書では、この点に焦

点をあて、わが国の設備投資関連統計をサーベイしてみることにしたい。 
  本書では、三菱重工業企画部の近藤正彦氏に設備投資関連の諸統計、「機械受注統

計」、「産業機械受注統計」、「工作機械受注統計」、「設備アンケート調査」、「鉱工業指数」

の特徴と利用上の留意点、さらには民間設備投資関連指標と景気の関係それに設備投資の

変化を増幅する効果を持つ企業の投資マインドについて解説していただいた。 
本書に紹介されている個々の統計の読み取り方についてのケーススタディが、今後、統

計利用の前提として、統計解析に先行する一連の知識体系の構成して行く上で有効に

活用されることを期待する。 
 

 
２００１年８月１０日 

                                              法政大学 日本統計研究所 
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民間設備投資関連指標の読み方 

 

                   近藤 正彦（三菱重工業 企画部） 

 

 

はじめに 

 

 民間設備投資関連の経済指標をみる場合、先行指標としての機械受注の「船舶・電力を除く民需」がよ

く引き合いに出される。「船舶・電力を除く民需」は民間設備投資の先行指標で、民間設備投資に６ヶ月

から９ヶ月先行するということが新聞紙上でもっともらしく解説されたり、エコノミストがさかんに引用している。

また、工作機械の受注は機械受注の先行指標であるということもまことしやかに経済指標の解説書などで

説明されている。 

 しかしながら、実際に機械受注統計や産業機械、工作機械の受注統計の数値を報告したり、利用したり、

あるいは工業会や企業の統計の担当の人と統計数値の内容や報告方法、あるいは統計の見方などにつ

いて意見を交換している立場から考えてみると、果たしてエコノミストやマスコミが当然のことのように解説

している内容が本当に事実を正しく説明していることになるのかと疑問に思うことがよくある。 

 日本経済のエンジンと言える民間設備投資の読み方は非常に難しい。しかしそれを読めなければ日本

経済の実態を読むことが出来ないし、景気の現状の判断も出来なくなるといっても過言ではない。また、

それを読むためには民間設備投資関連指標の背景にあるもの、即ち経済・産業実態、統計の作成方法、

調査票の報告方法を十分知らなくてはならない。 

 現在の日本経済の動きをみると、これまで経済を牽引してきた民間設備投資と輸出については、民間

設備投資の一部にかげりが出て来ており、一方、輸出はアメリカ向けを中心に明らかに落ち込んでいる。

民間設備投資については、これまで投資をリ－ドしてきたＩＴ関連が落ちてきているため投資全体も落ち

込んでいるとしきりに言われている。果たして本当であろうか。機械受注や産業機械の受注には産業の広

がりがみられ、ＩＴ関連以外の産業は意外と堅調である。その意味では、一部にはかげりが出てきたものの、

民間設備投資はまだまだ強いと言うことになる。この点が結構見落とされており、民間設備投資は引き続

き増加するものと思われる。 

 現在のように景気の変わり目においては、経済指標を的確に読むことが強く求められている。日本経済

が低成長を基調としているが故に、そのエンジンである民間設備投資を的確に読むことが特に強く求めら

れている。 



 - 2 -  

１． 機械受注統計の読み方 

 

 機械受注統計、特にそのうちの「船舶・電力を除く民需」は民間設備投資の先行指標として知られてい

る。ところが、その先行期間については、通常、民間設備投資に対して６～９ヶ月先行するとずっと言われ

てきている。しかしながら、最近では、受注から納期までの期間が３ヶ月未満と短い電子・通信機械のウエ

イトが「船舶・電力を除く民需」全体の約６割と以前に比べてかなり高くなってきていることなどから、民間

設備投資に対する先行期間はもっと短くなっていると思われる。 

 機械受注統計は、報告に際しては基本的には企業が客先から受注した１件１件の受注案件がベ－スと

なっている。それぞれの受注工事案件については、金額、機種、工事件名、数量はもちろんのこと、客先

名称及び客先の需要区分・業種、あるいは納期を特定することができる。それを企業ベ－ス、対象として

いる２８０社ベ－スで集計する訳であるから、機械受注全体の需要区分・業種が容易に特定できるのであ

る。 

 

１．１ 実績 

 

 機械受注統計調査は、企業（対象企業は２８０社）が翌月末迄に内閣府に調査票を提出し、その集計結

果が翌々月の上旬に公表される。まず、機械受注統計のもととなる機械受注統計調査について見ること

にしよう。 

 機械受注統計のもととなる機械受注統計調査について、その目的や調査事項、報告数値などはどのよ

うなものであろうか。まずそれらを説明しよう。内閣府の「機械受注統計調査 記入の手引き」をみると次の

通りになっている。 

 

〔目的〕 

 機械等製造業者の受注した設備用機械類について毎月の実績及び四半期ごとの見通しを調査し、設

備投資状況の先行きを予測し、景気動向を早期には握するための基礎資料を得ることを目的としていま

す。 

 

〔調査客体〕 

 対象企業は有意抽出によるもので、機械受注の総額を把握することを目的としていないが、設備用機

械の大分類ごとに、昭和６０年現在ではカバレッジが全生産額の８０％以上を把握するよう選定された企

業としています。 

  

〔調査事項〕 

 

（１） 機械受注実績調査表により各大分類及び中分類の機種ごとに下記の事項を調査します。 

① 需要者別受注高 

② 販売額 

③ 受注残高（各月末残高） 

 

（２） 機械受注実績調査表により実績調査表に記載された受注品目のうち、主要なものについて下記
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の事項を調査します（１５件まで記入できるようになっている）。 

① 製品名 

② 機種分類（大中分類） 

③ 需要者事業所名 

④ 需要者分類 

⑤ 受注額 

⑥ 受注数量 

⑦ 予定納期 

⑧ （特記）顕著な受注額の変更について赤字記入 

 

〔対象製品〕 

 この調査は設備用機械類全体を調査対象としていますので、注文生産のみではなく見込生産の機械

類も含めて記入してください。ただし、見込生産品については販売＝受注として計上してください。 

 これを補足すると、企業が受注する設備投資関連工事は 1 件毎に受注する形の受注品が普通であるが、

受注品の他に見込品のものがかなりあるためにこれも含めるようにということである。見込品は予め作って

おいて注文がきたら出荷するので、受注＝出荷＝売上となる。即ち、出荷時点が売上、受注となるもので

あり、従って受注残とはならない。 

 

〔製品の範囲〕 

 完成品だけでなく部品・附属品等も製品に準じて合算して下さい（なお、分離し難い補修工事・据付工

事等も合算してください）。 

 これを補足すると、機械受注の報告対象は完成品のみではなく、改造工事、修理工事、部品、設計費、

ソフト関連、人工派遣費など企業が受注するものすべてが含まれる。また、プラントの場合、それを構成す

る個々の製品に分割して報告するのではなく、プラント全体としての受注額を報告することになる。そのた

めに単体ベースの報告となっており、基本的には部品を含まない生産動態統計とは大きく異なる。その意

味では、受注全体を把握するので設備投資の強さ、投資の広がりの幅が良く分かると言えよう。 

 

〔受注時点〕 

 受注とは、受注生産品については注文を受けた時点を原則（契約書による締結）としますが、事実上の

契約（内示＝口頭内示を含む）も含みます。また、各企業又は工業会により受注の規定がある場合には

それを引用してください。  

 これを補足すると、受注品の場合は契約して初めて受注として認識できるのが基本であるが、中にはな

かなか契約書が入手できない場合もある。極端な場合、工事がかなり進捗し、完成が間近になってから漸

く契約が成立して契約書を入手するということも実際にはある。この場合、契約書の入手を待って契約し

た時点で受注の計上をしていると実際上の受注時点よりも遅くなるし、そもそも受注の実態と合わなくなっ

てしまう。工事が完成間近になって受注計上していては、民間設備投資の先行指標としての役割も果た

すことが出来なくなってしまう。その時には相手の発注の意思がはっきりと書いてある内示書を入手した時

をもって受注計上とするのである。そうすれば、受注の実態に合うことになる。 

 要するに、契約書の入手を待っていたら受注計上が遅れる場合は、内示書を入手した段階で受注工事

として報告するのである。企業における受注実績の把握もこれと同じである。機械受注にせよ、産業機械
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や工作機械の受注にせよ報告する受注額については、会社で把握している受注実績をベ－スとしてそ

のまま機種を組替えたり、業種別に集計したりして官庁や工業会に報告しているのである。 

 ここで受注計上のル－ルについて触れると、企業においては「受注計上基準」といって受注計上する際

の条件等を設定しているところが多い。即ち、これこれの条件を満足させたら受注計上をしても良いといっ

たル－ルである。これは、受注計上に際してのル－ルであり、これに則って受注計上する工事として相応

しいものかどうかを判断して受注計上している。 

 

〔受注金額〕 

 受注額は注文を受けた時点の契約金額を記入し、その一部を外注又は下請けに出す場合もそれを含

めて記入してください。 

 契約時点で金額が未確定であっても事実上の受注があったときは概算または見積りの金額を記入して

ください 

 後半の部分を補足すると、企業においても契約金額が確定しない場合は概算金額で受注計上している。

受注計上をしないと、事業本部や営業の受注実績とならないためである。これをしないと事業本部なり営

業の受注実績、即ち業績を正しく把握できなくなるから概算金額で受注計上しているのである。また外貨

建ての受注工事の場合は、外貨金額に企業が期毎に設定する足元及び先行きをにらんだ受注計上レ－

トを乗じて、受注金額としているのが普通である。この受注計上レ－トは適宜見直すことになっている。 

 

 既報告受注額について、値引き、仕様の変更あるいは解約により金額の変更があったときは当月分の

受注金額に加（減）算してください。 

 これを補足すると、実際のところ契約上のキャンセル、あるいは工事の見込がないための受注取り消し、

仕様の変更や正式契約に伴なう受注金額の変更がかなりある。その変更分はその事実が発生した月の

受注額に含まれており、最初に受注した時点に遡っては金額を修正しないのである。そのために、大きな

受注工事のキャンセルがあった場合や大幅な受注金額の増額があった場合には数値がかなりゆがむこと

になる。極端な場合には、受注金額が大きなマイナスとなることもある。 

 受注実績は以上の考え方に従って、機種別（第１表）、需要者別（第２表）に集計される。なお、機種別

については中分類まで、需要者別は小分類まで計上される。 
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第１表  機械受注統計調査に用いる機種分類表 

   大分類    中分類    小分類の機種 

原動機 原子力原動機 

火水力原動機 

内燃機関 

       ５ 

      １１ 

       １ 

     （１７） 

重電機 発電機 

その他重電機 

       １ 

       ６ 

      （７） 

電子・通信機械 電子計算機 

通信機 

電子応用装置 

電気計測器 

半導体製造装置 

       ６ 

       ６ 

       ８ 

       ２ 

       ２ 

     （２４） 

産業機械 風水力機械 

運搬機械 

産業用ロボット 

金属加工機械 

化学機械 

冷凍機械 

合成樹脂加工機械 

繊維機械 

建設機械 

鉱山機械 

農林用機械 

その他産業機械 

 

       ６ 

      １１ 

       ４ 

       ４ 

      １４ 

       ４ 

       １ 

       ９ 

       ２ 

       ６ 

       ２ 

      １５ 

     （７８） 

工作機械         １ 

鉄道車両        １０ 

道路車両         ２ 

航空機        １１ 

船舶         ７ 

鉄構物         １ 

軸受         １ 

電線・ケ－ブル         ４ 

    （備考）内閣府「機械受注統計調査 記入の手引き」２００１．４より作成 
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      第２表  機械受注統計における需要者分類 

   大分類    中分類    小分類 

民間需要 製造業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

非製造業 

食品機械 

繊維機械 

紙・パルプ工業 

化学機械 

石油・石炭製品工業 

ゴム・皮革 

窯業土石 

鉄鋼業 

非鉄金属 

金属製品 

一般機械 

電気機械 

自動車工業 

造船業 

その他輸送機械 

精密機械 

その他 

 

農林漁業 

鉱業 

建設業 

電力業 

運輸業 

通信業 

卸・小売業 

金融・保険業 

不動産業 

情報サ－ビス 

その他 

官公需要  運輸業 

通信業 

防衛庁 

国家公務 

地方公務 

その他 

海外需要   

代理店   

（備考）内閣府「機械受注統計調査 記入の手引き」２００１．４より作成 

 

 

１．２ 船舶・電力を除く民需 

  －船舶・電力向けの受注工事は１件当たりの金額が大きく、計上が不規則なため控除する－ 
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 機械受注統計は、その統計数値のなかでも「船舶・電力を除く民需」が民間設備投資の先行指標として

有名である。民間設備投資よりも６ヶ月から９ヶ月先行すると一般的に言われている。機械受注は当然の

ことながら民間設備投資の先行指標であるが、それではなぜ「船舶・電力を除く民需」が民間設備投資の

先行指標として取り上げられるのか、またなぜ船舶・電力向けの受注が控除されているのか、その理由を

探ることにしよう。 

 大型タンカ－（ＶＬＣＣ）などの船舶や電力向けのボイラ・タ－ビン・発電機・排煙脱硫装置等は、まず第

一に１件当たりの受注金額が大きく、しかも受注計上は国内景気とは無関係な動きをすることが多い。発

電プラントの場合、１プラント当たり、火力発電プラントであれば機械設備だけでも数百億円、原子力発電

プラントであれば同じく機械設備だけでも１千億円を超える。船舶では、大きなタンカ－であるＶＬＣＣは１

００億円に近くなる。このような大型機械がまとまって受注計上されると受注数値は大きく跳ね上がり、設備

投資の先行指標としての機械受注が読みづらいものとなってしまう。しかも、タンカ－やコンテナ船の場合、

投機的要因や海運市況の動きに左右されて、景気に余り関係無く大量に発注され受注計上されるので、

受注数値を的確に読めなくなってしまう。また、発電プラントも景気にあまり関係なく計上される。全般的に

電力業が投資を抑制しているなか、不規則に受注計上がなされているのが実態である。 

 第二には、受注から納期までの期間が長いことである。発電プラントのように受注から納期までの期間が

長い案件については、工事の着工がかなり先になる。しかも着工してから徐々に設備投資に計上されてく

るので、受注から民間設備投資までの期間はかなり長いものになってしまう。ＧＤＰベ－スの民間設備投

資は進捗ベ－スをとってとっているためにである。調査機関の設備投資アンケ－ト調査も工事ベ－スであ

るから進捗ベ－スと同じことが言える。船舶や電力業向け工事の設備投資としての計上は受注時点から

みればかなり先のことであり、景気という短い期間を対象とするその期間内に民間設備投資として計上さ

れないため、入れないほうが望ましい。もし入れると、機械受注の数値が今後短い期間において計上され

る民間設備投資の勢いや強さを反映しないことになってしまう。受注段階で大きく伸びたとしても、受注か

ら納期までの期間の長い工事の場合は設備投資への計上が数年先ということで、足もとの民間設備投資

に含まれないことになり、先行指標としての役割を果たさなくなってしまう。 

 「船舶・電力を除く民需」は、当初は「船舶を除く民需」という形で民間設備投資の先行指標として利用さ

れていた。昭和５１年から「船舶・電力を除く民需」になったと言われている1。しかし、現在でも「船舶を除く

民需」が機械受注統計の系列のデ－タとして残っている。 

 ここで船舶のことについて少し触れておこう。第１次石油危機のあった昭和４８年度、タンカ－を中心に

船舶の受注量はピ－クを示した。タンカ－は金額が大きい上に受注から引渡しまでの期間が長く、そして

投機的な要因などから景気と関係なく大量発注されることがあるので、これが除かれた訳である。 

 第３表は、新造船建造許可実績の推移を見たものである。建造許可は受注から２～３カ月後の数値であ

る。最近では１９９７年度と２０００年度の受注水準が高いものとなっている。２０００年度の建造許可実績は

コンテナ船とタンカ－の受注の拡大により大きく伸びた。ただし、船舶全体の契約金額を船舶全体総トン

数で割った船舶の値段である船価は１９９８年度、１９９９年度、２０００年度と低下傾向にある。 

 一方、電力向けを除くということは、４０年代の後半から電力向けの受注の規模が大きくなったことを反映

したものである。電力業の投資は昭和５０年代においては、景気対策的な要素がかなり強かった。景気が

悪くなると電力関係の投資が公共投資のように出てきたものである。また、昭和５０年前後には公害対策

関連の投資が多かったこともあり、この公害対策工事の受注も景気とは無関係な動きをする。これらの理

                                                   
1  参考文献〔１５〕ｐ．９４～９６ 
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由から電力業向けの受注が除かれるようになったものと思われる。 

 

       第３表 新造船建造許可実績の推移 

  年度    総トン   契約金額 

    １９８３年度 

１９８４ 

１９８５ 

１９８６ 

１９８７ 

１９８８ 

１９８９ 

１９９０ 

１９９１ 

１９９２ 

１９９３ 

１９９４ 

１９９５ 

１９９６ 

１９９７ 

１９９８ 

１９９９ 

２０００ 

   １２，４２８ 

７，２１２ 

６，４５１ 

４，８３２ 

４，３９１ 

４，８４８ 

８，６３１ 

   １０，７０２ 

８，１５０ 

５，１８０ 

８，３８１ 

   １１，１８６ 

   １０，２２４ 

   １０，１２０ 

   １３，４６３ 

   １０，５８２ 

９，８８８ 

   １２，８１９ 

  １９，３５９ 

   ９，９９５ 

   ８，２２５ 

   ８，８８７ 

   ４，０５２ 

   ５，１３６ 

   ９，７６３ 

  １４，２９８ 

  １１，７５２ 

   ７，８０４ 

  １０，９９６ 

  １１，３３５ 

  １１，１１１ 

  １１，０８７ 

  １４，１１７ 

  １０，６２５ 

   ８，７０８ 

  １０，７５４ 

       （備考）「海事プレス」２００１．４．１３ 

 

 

１．３ 対象機種 

－パソコンが含まれず、携帯電話が含まれる－ 

 

 機械受注統計の採用品目のなかには、設備投資関連ではない品目が含まれていたり、反対に設備投

資関連品目であるのに含まれていないことがある。中分類の「電子計算機」のなかには、汎用コンピュ－タ

－やオフィスコンピュタ－は含まれてはいるが、金額的にも数量的にも大きくかつ伸びているパソコンが対

象品目として含まれてはいない。パソコンは需要先としては、個人向けと企業向けとの比率が半々程度で

あるといわれているが、少なくとも企業向けは民間設備投資であるから、これを機械受注に含めないとだ

めであろう。 

 パソコンが除外されている理由としては、まず受注金額について企業向けだけを取り出すのが難しいこ

とがある。パソコンは直接企業に得る場合を除けば販売会社に出荷するのが一般的であるのでエンドユ

－ザ－を把握するのが難しい。更に、企業向けとして特定できたとしても需要先がどの業種であるかという

需要者別の把握も難しい。それが難しければ、企業向けの割合を掴んで販売会社の業種である卸・小売

業に計上する方法がある。パソコンの生産額を機械統計年報で調べると１１年度は２兆３５００億円で、半

分が企業向けとするならば約１兆２０００億円が機械受注統計から漏れていることになる。 

 同じく、中分類に「通信機」がある。その中の小分類の「無線通信装置」の中に移動局通信装置がある。

この中に携帯電話があり、これが機械受注実績に含まれている。これはどう考えても企業向け設備ではな

く個人消費であり、機械受注統計から除かれるべきである。機械統計年報で調べて見ると、１１年度は１兆
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１３００億円であり、パソコンの数値を補う金額であると言える。 

 機械受注統計をみると、１２年度の通信機の通信業向けは約２兆１３００億円となっている。このうちの約

半分が携帯電話であると思われる。機械受注全体を業種別にみても、１２年度でも通信業が約２兆５２００

億円で一番大きくなっている。次いで規模が大きい業界は、電気機械の約１兆５４００億円、電力の約１兆

１０００億円となっているので、数値がかなりゆがんでしまっている。 

 携帯電話は無線通信装置の一部ということで機械受注に含めているが、金額的にも大き過ぎるし、設備

投資という観点からも相応しくないと言えよう。機械受注統計の対象外品目とすべきである。 

 

１．４ 民間設備投資に対する先行性 

－かなり短くなっている－ 

 

 機械受注の「船舶・電力を除く民需」は民間設備投資の先行指標であると言われており、その先行する

期間は６ヶ月から９ヶ月ということが新聞やエコノミストのコメントの中でよく引用されている。しかしながら、

この６ヶ月から９ヶ月という数字が一人歩きしてしまっているという感じである。果たして本当にそうなのであ

ろうか。かってはそうであったと思うが、民間設備投資に先行する期間は実際はもっと短くなっていると思

われる。 

 最近、受注＝出荷の形をとる、あるいは受注してからすぐ出荷する形をとる、いわゆる受注から納期まで

の期間の短い形態の製品が主体である電子・通信機械の「船舶・電力を除く民需」全体にしめるウエイト

が６割と高くなっており、民間設備投資に対する機械受注の先行期間が過去に比べて短くなっていると考

えられる。 

 第４表は、機械受注「船舶・電力を除く民需」と民間設備投資の山と谷の時期を比較したものである。先

行する期間は山と谷では違いが見られるが、谷での先行期間は短く、山での先行期間が長くなっている

ことが読み取れる。 

 

       第４表   機械受注と民間設備投資の「山」と「谷」 

 

 

機械受注（船舶・電力を除く民

需） 

  民間設備投資 

（ＧＤＰベ－ス、名目） 

谷 １９８６年１０～１２月   １９８６年 ７～ ９月 

山 １９９０年１０～１２月   １９９１年 ７～ ９月 

谷 １９９３年１０～１２月   １９９４年１０～１２月 

山 １９９６年１０～１２月   １９９８年 １～ ３月 

谷     １９９９年 ４～ ６月   １９９９年 ７～ ９月 

    （備考）機械受注（船舶・電力を除く民需）と民間設備投資の「山」と「谷」は筆者が判断。 

 

まず、「船舶・電力を除く民需」の機種別の構成比とその構成比の変化をみることにしよう（第５表）。「除

く船舶と電力」であるから、受注から納期までが長い船舶や電力向けのボイラ・タ－ビン・発電機・排煙脱

硫装置などは除かれている。受注から納期までの期間は、船舶で１年から２年、ボイラ・タ－ビンで３年程

度、原子力関連だと１０年近くになるものもある。電力向けを除くと、原動機、重電機のかなりの部分が除

かれることになる。実際、民需・原動機の約６割、民需・重電機の約４割が電力向けで、これらが除かれる

ことになる。工作機械などは、見込品的な要素がかなり強く受注から納期までが２～３ヶ月と極めて短い。 
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    第５表 機械受注「船舶・民需を除く民需」の機種別構成比    （単位、％） 

機種    ４年度         ８年度      １２年度 

原動機 

重電機 

電子・通信機械 

産業機械 

工作機械 

鉄道車両 

道路車両 

航空機 

    ４．６         ５．８         ３．７ 

    ６．０         ４．２         ３．５ 

   ４２．０        ５０．６        ５８．９ 

   ３７．７        ３０．９        ２６．８ 

    ３．３         ３．７         ３．５ 

    ２．２         １．８         １．５ 

    ３．４         １．６         １．５ 

    ０．８         ０．７         ０．６ 

合 計   １００．０       １００．０       １００．０ 

      

 この表によれば、電子・通信機械と産業機械とでほとんどを占める。特に、受注から納期までが極めて

短い電子・通信機械の構成比は５９％と約６割を占め、平成４年度に比べて構成比が１７％、平成８年度

に比べても構成比が８％も上昇している。産業機械は受注から納期までが６～９カ月程度と思われるが、

平成 12 年度の構成比は２７％と低下傾向にあり、平成４年度に比べて１１％、平成８年度に比べて４％程

低下している。平成４年度においては、電子・通信機械の４２％に対し、産業機械は３８％で両者の間に

はそれ程の差はなかった。それが現在ではそれぞれ５９％と２７％となっており、受注から納期までの短い

電子・通信機械の構成比が大幅に上昇し、受注から納期までの期間の長い産業機械の構成比が小さく

なっている。 

 そして、「船舶・電力を除く民需」のうち約６割が電子・通信機械という情報関連のものであり、かつ受注

から納期までの期間が短い訳であるから「船舶・電力を除く民需」の民間設備投資に対する先行性が以

前と比べてかなり短くなっていることが容易に予想される。 

 上に電子・通信機械は受注から納期までの期間が短いことを指摘したが、その内訳は次のようになって

いる（第６表）。電子計算機と通信機の２機種で８４％も占めている。ここで、先程触れたパソコンを入れて

携帯電話をはずすとしたら両者の合計の構成比はそれ程変わらないが、電子計算機は約６５％、通信機

は２０％となる。  

 

     第６表  機械受注「電子・通信機械」の機種別構成比（１２年度） 

   機  種             （単位、％） 

  電子計算機 

  通信機 

  電子応用装置 

  電子計測器 

  半導体製造装置 

       ４８．２ 

       ３５．６ 

        ２．２ 

        ４．６ 

        ９．４ 

   合  計       １００．０ 

 

 それぞれの機種の特徴は次のようになっている。 

 「電子・通信機械」の中では電子計算機が全体の約半分を占めるが、ここにはパソコンが含まれていな

い。 電気･通信機械に含まれる主な品目は、汎用コンピュ－タ－とオフィスコンピュ－タ－であり、予めラ

インで生産しておいて客先の仕様に合わせて生産するという形態をとっている。受注から納期までの期間

は 3ヶ月程度である。なお、鉱工業指数の特殊分類ではパソコンを資本財（事務用）と耐久消費財（教養・
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娯楽用）とに分けて、特殊分類の資本財にパソコンの資本財の部分を組み込んでいる。 

 通信機は、電話機、ファクシミリ、携帯電話、交換機、伝送装置などがある。このうち電話機は、受注から

納期までの期間が極めて短い。交換機や伝送装置は電話機とは異なり、受注から納期までの期間が若

干長く、受注から納期までの期間は電子計算機と同様に 3 ヶ月程度である。 

 電子応用装置は、Ｘ線装置、医療用機器、電子顕微鏡などがあり、大型機械はないため、受注から納

期までの期間はせいぜい 3 ヶ月である。 

 電子計測機は、計量器、分析器などの小型のものが多く、受注から納期までの期間は２～３カ月と短

い。 

 半導体製造装置は、受注から納期までが 3 ヶ月程度とこれも短い。半導体の不振に伴ない半導体製造

装置の受注は１２年の秋から伸びが低下し、１３年の１月以降前年同月比で大きなマイナスに転じた。 

 以上のようにみてくると、約６割を占める電子・通信機械の受注から納期までの期間がいずれも３ヶ月未

満ということは、次にウエイトの高い受注から納期までの期間の６～９ヶ月の産業機械を考慮しても「船舶・

電力を除く民需」全体でも６ヶ月をかなり下回ることが考えられる。 

実際、６ヶ月よりも短いから、従来よりも民間設備投資が早く立ち上がり、早く落ち込むといったことが考

えられる。全般的に先行期間が短くなっていることは指摘できるが、これとは別に景気の山と谷とでは民

間設備投資に先行する期間に差があると思われる。即ち、景気の谷では先行する期間が短く、景気の山

では先行する期間が長くなる。これは、景気の谷では景気に敏感な受注から納期までの期間の短い電

子・通信機械が早く立ち上がるのに対して、景気の山では景気に敏感な電子・通信機械の受注が早く落

ち込む一方、受注から納期まで長期間を要する景気に鈍感な産業機械の受注がなかなか落ちないこと

がその理由であるためと考えられる。 

 

１．５ 見通し調査 

－精度はそれ程高くはない－ 

 

 機械受注統計調査には、受注実績報告とともに見通し調査がある。見通し調査について言えば、これ

は四半期調査で調査時点である３，６，９，１２月末を含む四半期の実績見通しと翌期の見通しを機種別・

需要者別に報告するものである。 

この数値の算出のもととなるデ－タについて紹介しよう。企業が報告する見通し調査は企画部等で策定

する経営計画の一つである受注計画がその報告数値のベ－スとなっており、計画単位は決算に合わせ

てあるから１年単位である。１年単位といっても上期と下期とに分かれているから、上期、下期毎の数値の

把握が可能である。 

実際の作業手順について説明すると、例えば、１２月末調査であれば、１０月と１１月の受注実績は確定

しているから、残りの１２月分を予想して、それを加えて１０～１２月分の達成予想とするのである。１２月分

については全くの予想ではなくて、調査時点までの１２月分の実績は把握可能な会社が多いので、１２月

のその後に予想される受注額を加算するのである。１～３月分については、下期の受注計画値と１０～１２

月期の実績見通しとの差を予想値とする。その際に、過去の実績をベ－スとした前半３ヶ月、後半３ヶ月

の受注実績のバランスを参考にしながらそれぞれの数値を固める。その際、期の前半に受注が予想され

ていた大物受注工事が後半にずれ込むようであると、後半部分の数値が膨らむようになる。なお、６月末

調査も基本的には１２月末調査と同じである。 

 次に３月末時点の予想はどのようになるか。これは１２月末時点の予想とは異なり、予測がより困難なも
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のとなる。１～３月の予想は、１，２月の実績に３月の予想を加えて確定する。この際に、下期の計画値が

あるので、下期計画から１０～１２月の前半の実績を差し引いた数値でチェックできる。 

 ここまではよいが、４～６月期については、全くの予想になってしまう。９月末調査の１０～１２月期につい

てもこれと同じことが言える。それは、翌年度の上期の受注計画の数値を過去の前半と後半との実績をベ

－スとして前半と後半とに按分することで算出される。その際に、受注の計上が予想されるいくつかの金

額の大きい大物工事の受注が前半、後半のどの時点で計上されるかを判断して予測値を纏め上げること

になる。９月末調査も、１０～１２月期の見通しについては下期計画をベ－スに４～６月期の見通しと同じこ

とをするのである。 

 これが予測方法の概要であるが、見通し調査については受注額全体の一本の数字で終わりということで

はなくて機種別、需要者別の数値が要求される。これがマトリックスの形となっている。機種は、原動機、

重電機、電子・通信機械、産業機械、工作機械、鉄道車両、道路車両、航空機、船舶の９機種である。需

要者別では、民需、官公需、外需、代理店、とに分かれ、そのうち民需は製造業、非製造業に分かれ、非

製造業には内数としての電力業がある。このマトリックスのそれぞれのセルに数値を記入する必要がある。

その機種別というものが標準商品分類ベ－スのものであるから、社内ベ－スの受注数値をその標準商品

分類ベ－スの数値に組替えて、それぞれにつき需要者区分に従って予想するのである。 

 特に、上期、下期の前半の見通し値については、大物工事が後半にずれるだけでも見通し値と実績値

との間に乖離が生ずることになる。実際には大物工事は後ろにずれるケ－スが多い。これでは、担当者が

いくら頑張って受注数値を予測しても、精度の向上には限界がある。そもそも予測自体が難しいために、

予測の精度が出る筈がない。理想から言えば、四半期ではなくて半年単位の予測が望ましいと言えるが、

景気動向を早期に把握するために四半期単位の予測調査となっているものと思われる。 

 このようにして、見通し調査の調査票に記入され、それが集計されるのであるが、１３年１～３月期に「船

舶・電力を除く民需」の予測値が前期比で▲６．４％という見通しが出て、この数値が民間設備投資の先

行きが期待できないという根拠となり官庁エコノミストや民間エコノミストに盛んに引用された。実際のところ、

実績は▲７．０％となって数値上は予想とほぼ一致した形となったが、中身については大きく外れた。半

導体製造装置の受注が急減して、全体を大きく押し下げたが、反対に非製造業の落ち込みが少なくこの

減少を補った形となった。表面上の数値が合っただけで、相変わらず予測の精度は低いと言えよう。 

 その機械受注調査の予測値の算出方法を見ると、企業の見通し調査から得られた数値を単純集計した

ものに対して過去３期の平均達成率を乗じて算出している。ここで疑問として強調したいのは、どうして過

去３期の平均達成率を乗ずるのかということである。 

 過去３期の平均達成率を使っているのは、達成率の低下傾向なり上昇傾向があるならばその傾向を織

り込んだほうが予測数値としてはより適正なものとなるという考えに基づくためと思われる。一方、数値を提

出する企業側としては、受注の足元の動向に加えて、大きな受注工事の出入りを考慮しながら予測して

いる。正に正しい値に近いものとしてその数値を提出しているのであるから、これに平均達成率を機械的

に掛けると数値がゆがんでしまう。平均達成率を使って欲しくないとというのが正直なところである。確かに、

景気が悪くなると基本的に受注計画に沿った値は実績に対して高めに外れる傾向があり、言いかえれば

達成率が低くなるように思われる。しかし機械的な平均達成率の適用には賛成しかねる。 

 特に足もとの達成率などは、予定していた大物受注工事の翌期へのずれ込みがあると低い達成率とな

る場合がある。従ってこれがそのまま平均達成率の一部として使われると予測値が低く出るため精度が出

なくなるから要注意である。第７表で１２年１０～１２月期の達成率をみると、原動機、産業機械、鉄道車両

の達成率は低くなっている。この達成率が翌期の予測値に使われると予測値が低く出るため大きな問題
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を残すことになる。実際には、大物工事のずれ込みにより翌１～３月期の原動機、鉄道車両の達成率は

大きく上昇した。これは１０～１２月期に予定していた大物工事が１～３月期にずれ込んだのである。電

子・通信機械のように、大物受注工事のない機械では平均達成率を使ってもよいかもしれないが、受注

品が主体の機種の場合には問題である。しかし、電子・通信機械でも今回の１３年１～３月期のように受注

が急減することがある。この場合は、翌期の予測値への達成率の機械的な適用は問題を含んでいたとい

うことになる。電子・通信機械の過去３期の平均達成率は１００％以上であったために、過大な予測値とな

り実績値と大きく差がでてしまった。 

 

  第７表  機種別達成率                                （単位、％） 

  平成１２年 

  １～３月 

 

  ４～６月 

 

  ７～９月 

 

 １０～１２月 

平成１３年 

 １～３月 

原動機 

重電機 

電子・通信機械 

産業機械 

工作機械 

鉄道車両 

道路車両 

航空機 

船舶 

合計 

  ８０．９ 

  ９９．２ 

 １０５．６ 

  ８２．９ 

  ９９．１ 

  ８３．３ 

 １０３．２ 

 １００．５ 

  ９３．３ 

  ９４．５ 

  ７９．４ 

 １０４．６ 

 １０５．７ 

  ９７．６ 

 １１１．４ 

  ９５．０ 

 １１８．６ 

 １２４．０ 

 １０３．８ 

 １０２．０ 

  ８２．１ 

  ９１．０ 

 １０１．８ 

  ９０．８ 

 １０３．７ 

  ５９．８ 

 １１１．３ 

 １０３．３ 

 １５０．４ 

  ９７．６ 

  ８８．１ 

  ９８．９ 

 １０２．３ 

  ８１．０ 

 １０４．４ 

  ４３．２ 

  ９８．６ 

 １０３．５ 

 １３７．２ 

  ９４．０ 

 １２１．１ 

  ８９．２ 

  ８７．５ 

  ８６．０ 

  ８７．５ 

 １５２．８ 

  ８８．４ 

 １１８．４ 

 １３６．３ 

  ９４．８ 

 （備考）内閣府経済社会総合研究所「機械受注統計調査報告 平成１３年４～６月見通し」 

 

１．６ 機械受注と景気 

  －景気の回復局面では一致指標、景気の後退局面では先行指標－ 

 

 第８表に見る通り、機械受注の「船舶・電力を除く民需」は景気の谷においては景気の一致指標、景気

の山においては景気の先行指標であると言える。景気の山においては、景気よりも機械受注の「船舶・電

力を除く民需」の方が早く落ち込むのである。 

 内閣府の「景気動向指数」では「実質機械受注（船舶・電力を除く民需）」は先行系列に入っている。景

気動向指数に添付されているグラフでみると、先行系列といいながら景気の谷に対しては一致指標、山

に対しては先行指標の性格を持っており、景気の山と谷とでは違うことがはっきりと読み取れる。 

 この背景を考えてみよう。産業機械など工場の生産設備として使われる機械については、景気が上向き

はじめて生産が増加しても各工場においては設備がかなり余っている状況、あるいは稼働率が低い状況

にあるために既存の設備で生産の増加に十分対応でき、ユ－ザ－からの注文（メ－カ－からすれば受

注）がなかなか出てこない。産業機械の受注は、景気がかなり良くならないと出てこないため、いわゆる景

気に対しては遅行指標となる。今回の景気回復局面をみていると、ウエイトの高い電子・通信機械が景気

と同時に出てきたというよりも、これが景気よりも先行して出てきて景気を押し上げた面がかなり強かったと

いえる。電子・通信機械と回復の遅い産業機械などを合計した「船舶・電力を除く民需」全体でみると、景

気の回復と歩調を合わせる恰好で受注が出て来て、景気に対して一致指標的な動きを見せる。 

 ところが、景気の山に近づくと、ユ－ザ－サイドで受注や生産に伸びがなくなるので景気のピ－クに近

づいているのが分かる。このような状況になると、既存の設備や近いうちに設備に加わる発注済の設備で
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生産に十分対応できる。このような状況では、新規の設備の導入は控えられ、設備投資関連メ－カ－の

受注が落ち込むようになる。特に、半導体関連の需要は変化が激しい。昨年後半での半導体需要の落ち

込みは電子・通信機械の受注の早い段階での落ち込みに繋がった。このように、景気の山よりも早く機械

受注が落ち込むようになる。景気の山においては、機械受注は景気に対して先行指標であるといえる。 

 

    第８表  機械受注と景気の「山」と「谷」 

 機械受注（船舶・電力を除く民需） 景気 

  谷     １９８６年１０～１２月   １９８６年１０～１２月 

  山     １９９０年１０～１２月   １９９１年 １～ ３月 

  谷     １９９３年１０～１２月   １９９３年１０～１２月 

  山     １９９６年１０～１２月   １９９７年 １～ ３月 

  谷     １９９９年 ４～ ６月   １９９９年 ４～ ６月 

   （備考）機械受注（船舶・電力を除く民需）の「山」と「谷」は筆者が判断。 

 

１．７ 景気によって見方が異なる 

  －景気の良い時と悪い時では数値の現われ方が異なる－ 

  

 機械受注統計は、景気の良い時と悪い時とでは期末月や期首月での前年同月比増減率や前月比増

減率の現われ方が異なるため、それを知らないと数値を的確に読むことが出来ない。そして、その数値の

現れ方から、景気が良い状態か悪い状態であるかを判断することができる。 

 景気の悪い時は、企業の会計年度からみた期首月である４月と１０月の前月比や前年同月比の増減率

の値が大きく落ち込み、反対に期末月の３月や９月の前月比の増減率がプラスとなり前年同月比の増減

率のマイナス幅が小さくなる（景気の悪い時は、通常、前年同月比増減率はマイナスとなる）という傾向が

見られる。 

 反対に、景気の良い時は、期首月である４月と１０月の前月比や前年同月比の増減率の値が大きく伸

び、反対に期末月の３月や９月の前月比や前年同月比の増減率の値がそれ程伸びないという傾向があり、

前月比はマイナスとなることもある。 

 このように、景気の良い時と悪い時とでは数値の現われ方が異なる。このために、この傾向を知らないと

受注の数値を的確に読むことが出来なくなる。そして、これらを通して景気が良くなっているのか、又は落

ち込んでいるのかを確認することが出来るのである。 

 実際の数値を見る前にこの現象の背景を説明することにしよう。企業の受注計画は、年度単位で、それ

が上期と下期とに分かれているのが普通である。そして、受注実績のフォロ－はこの受注計画に対して行

われる。 

 景気の悪い時には、４～８月、１０～２月の通常月には思ったほどには受注が上がらない。営業は期末

月になるとその期の受注計画或は年度の受注計画を何とか達成しようとして頑張って客先と契約して受

注計上をするために、通常月よりも期末月は受注実績がかなり多くなり、季節調整をしても前月比で大き

く伸びたり、周りの月に比べて前年同月比の増減率のマイナスが小さくなったりする（景気が悪い時は前

年同月比増減率はマイナス基調で推移している）。前月比で大きく伸びたからといってこれを民間設備投

資が回復するシグナルと受け止めてはいけない。受注が期末月の３月と９月に集中するために、見かけ

上数値が良くなるだけなのである。景気が悪いからかえって３月と９月の前月比の増減率の数字が良くな
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るのである。反対に４月と１０月は前月に受注が大きく上がったことの反動減やもともと期首月で受注が上

がらないために、前月比や前年同月比の増減率の数値が大きく落ち込むのであって、これも景気が大き

く落ち込んだというように数値を悪く読みすぎてはいけない。 

 今度は、景気の良い時のことを考えてみよう。景気が良いと、期首月の４月や１０月から受注実績の上が

りがよくて、期末月になって受注計画をクリア－するために客先との間で急いで契約して受注計上すると

いうこともなくなる。このため、受注は期末月に偏って計上されることもないから期末月は前月比（季調値）

増減率でマイナスとなる傾向がある。そして、前年同月比の増減率のプラスも小さいものに止まる。これは

景気が悪くなったから前月比増減率でマイナスになったのではなくて、逆に景気が良いからマイナスにな

ったといえよう。これも結構読み間違いがあるようだ。 

 反対に、４月、１０月は期首月であるのにもかかわらず、景気が良いので受注実績を上げるために特段

の努力をしなくても実績が上がるから前月比（季調値）や前年同月比の増減率が高い数値となる。 

 ここで、よく期末月に決算対策として受注が多く計上されていると言われるが、この言い方は不適切であ

る。３月や９月の期末月に、決算数値を良くするために本来なら来期に計上するような案件までフライング

的に当期に受注計上をすると言われるが、これは事実と異なる。先程説明したように、企業ではそれぞれ

受注計上のための社内ル－ルを設定しておりそのようなことは出来ない筈である。正しく言えば、受注計

画を達成するために、あるいは前年度、前年同期の数値を上回ることが出来るようにに期末月に頑張って

相手先と契約して受注計上をするから、その結果として期末月に受注額が増えるのである。 

 それでは実際の統計数値を見ることにしよう。第９表は、前年同月比増減率の数値の推移をみたもので

ある。景気の悪かった時は期首月の６年４月、９年４月、９年１０月、１０年４月、１０年１０月、１１年４月は前

年同月比増減率でマイナスで、景気の良くなった１１年１０月からはプラスに転じている。そして、１３年４月

もまだ景気の良い時のパタ－ンとなっている。これは世間でよく言われているほど設備投資が悪くないこと

を示していると思われる。反対に、期末月では、9 年 9 月、１０年３月はプラスであるし、１０年９月はマイナ

スとなってはいるものの周りの月に比べてマイナス幅は小さい。 

 

 第９表  機械受注（船舶・電力を除く民需）                （前年同月比増減率、％） 

 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度 １０年度 １１年度 １２年度 １３年度 

 ４月 -2.5 22.2 17.9  -6.1 -17.8 -14.5 13.4 10.5 

 ５ -0.3 10.3 18.9   8.8 -28.6  -7.5 17.7  

 ６  9.5 10.8  3.2   5.6 -18.6  -7.7 28.2  

 ７  2.6  8.3 22.0   0.3 -24.1  -7.5 17.9  

 ８  7.1  2.4 11.4   2.7 -25.0  -4.1 45.8  

 ９  0.7 -0.9  3.6   1.3 -14.5  -6.7 18.0  

１０ 17.4  4.6 34.1 -14.3 -26.1   5.5 25.4  

１１  4.7 10.9 20.2 -16.6 -12.2  -1.8 22.0  

１２  8.8 15.2  0.2  -8.9 -14.3  14.7 13.5  

 １  1.8 13.9 14.8  -4.7 -22.9  21.2  0.8  

 ２  6.7 16.9  9.9 -17.9  -8.9  12.8  5.9  

 ３  0.1  2.4  0.1   1.4 -13.6   6.7  5.7  

 

 景気の良い時は、反対の現象が現われる。期首月では６年１０月、７年４月、７年１０月、８年４月、８年１０

月、最近では１１年１０月、１２年４月、１２年１０月で周りの月よりもプラス幅が大きくなっている。反対に、期
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末月をみると、６年９月、７年３月、７年９月、８年３月、８年９月、９年３月、１２年３月、１２年９月、１３年３月

で周りの月よりも伸び率が小さくなっており、７年９月はマイナスである。 

 この傾向は、季節調整をした前月比で見た第１０表でより顕著に現われる。景気の悪い時は４月、１０月

の数値が前月比増減率で大きなマイナスとなり、３月、９月では前月比で大きく伸びる。反対に、景気の良

い時は、４月、１０月で前月比増減率で大きなプラスとなるのに対し、３月、９月はマイナスか小幅なプラス

にとどまる。 

 景気の悪い時は６年４月、６年１０月、１０年４月、１０年１０月、１１年４月は前月比でマイナスとなっており、

１０年３月、１０年９月、１１年９月で前月比でプラスとなっている。景気の良かった時をみると、８年３月、８

年９月、９年３月、１２年３月、１２年９月と前月比でマイナスである。反対に８年４月、８年１０月、９年４月、１

２年４月、１２年１０月はプラスである。そして、１２年１０～１２月期をピ－クに景気が後退しているものの、１

３年３月は前月比マイナス、４月はプラスと、景気の良い時のパタ－ンとなっている。 

 

 第１０表  機械受注（船舶・電力を除く民需）                  （前月比増減率、％） 

 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度 １０年度 １１年度 １２年度 １３年度 

 ４月 -13.3  5.4  20.1  12.5  -7.5 -6.1   1.2   6.3 

 ５   4.4 -5.5  -5.0   9.7  -6.1  0.4   3.9  

 ６   7.8  8.1  -6.1  -9.2   2.8  1.0   8.4  

 ７  -4.1 -6.9   9.9   4.6  -1.6  0.1  -6.7  

 ８   5.4  1.7  -5.1  -2.5  -4.3 -2.4  19.6  

 ９   2.3  0.1  -5.9  -5.7   8.5  6.1 -14.5  

１０  -1.0  1.8  27.2   4.8 -10.7  0.7   7.7  

１１  -3.6  1.5  -8.3 -10.6   7.0 -0.0  -2.5  

１２   3.8  8.4  -9.8  -1.6  -5.2  9.8   1.0  

 １  -4.1 -6.7   4.7   8.5  -3.0  3.2  -7.5  

 ２   0.8  5.1   2.2 -11.6   5.6 -1.8   3.0  

 ３   3.7 -8.2 -14.9   6.8   1.8 -3.6  -3.6  
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２． 産業機械受注統計の読み方 

   

 産業機械は、ボイラ、タ－ビン、化学機械、印刷機械、射出成形機、プレス、製鉄機械、製紙機械、紙工

機械、食品機械など字の通り、各産業における生産設備として使われるものが多い。このため、産業機械

の受注の動きをみていると民間設備投資の産業への広がりの程度を確かめることができる。そして、産業

機械には大型機械が多い。このため、景気が上向いて、生産が上向いてから遅れて受注が出てくるし、

受注が落ち込む際にも景気よりも遅れてゆっくりと落ち込む。いわゆる景気に鈍感なところがある。他の機

種である電子・通信機械や工作機械などの受注が急激に落ちてゆくのに対し、産業機械の受注は遅れ

てゆっくりと落ち込むのである。即ち、景気の谷、山の両方において受注の動きが遅れるのである。現在

の産業機械の受注状況をみると、製造業を中心に比較的堅調に推移している。これは、ＩＴ関連の設備投

資が落ち込んでいる中、産業機械の受注はもともと受注の落ち込みが遅いうえ、ＩＴ関連の機種がほとん

どないことによると思われる。 

 

２．１ 景気がかなり強くならないと上向かない 

   －大型の機種が多いため、回復は遅れる－ 

  

 日本産業機械工業会が毎月公表する産業機械の受注統計は、産業機械の個々の機種の受注はもち

ろんのこと、民間設備投資の強さや広がりの幅が分かる統計である。産業機械の国内向けの受注が前年

同期比増減率でプラスとなったのは１２年４～６月期のことで、国内の景気回復から随分遅れていると言え

る（第１１表）。その背景には、ひとつにはウエイトの大きい非製造業向けの受注が主力の電力向けの受

注の低迷で低水準にあること、第二にはもともと産業機械は大型の機種が多く、これらの受注は景気がか

なり良くなってからでないと出てこないことがある。景気に敏感な製造業向けの受注の動きをみると、１１年

１０～１２月期に前年同期比増減率でプラスに転じており、受注金額からみた製造業向けのボトムはその

時期よりも少し前であったと思われる（第１２表）。 

 産業機械には、大型の機械が多いことから、その受注の立ち上がりは景気の回復よりも遅れる傾向にあ

る。景気に敏感なプラスチック加工機械や変速機は別として、多くの機種は景気が盛り上がってからじわ

じわと受注が増加してくるのが普通である。機械受注のところでも述べたように、産業機械は大型機械が

多く、景気が上向きかけて生産が増加しても工場の設備の稼働率がまだ低く、既存の設備で生産増に対

して十分対応できるのでユ－ザ－からの注文はなかなか出てこない。また、大型機械の場合は、設備の

計画から発注までに時間がかかることも立ち上がりの遅い理由の一つである。このように、受注は景気が

かなり良くならないと出てこないために、景気に対して遅行指標と言える。反対に、景気の山においては

他の機種が早く受注が落ち込むのに対して、大型機械が多い産業機械の場合、計画から発注までに時

間がかかるため、景気のピ－ク時やピ－クを過ぎた時に発注があるなど受注がなかなか落ち込まず、落

ち込みが他の機種よりも遅く、景気よりも遅れて、しかもゆっくりと落ち込む。 

 まず産業機械の国内製造業向けの受注の内訳をみると、加工組立型産業では一般機械や自動車で受

注が伸びている。一般機械は民間設備投資の回復を受けて受注が伸び、自動車工業は１２年の春から

受注の勢いが強くなった。新型車対応の投資や環境対応の車種への投資が活発で、現在のところ業種

の中では受注が一番強いと言えよう。素材型産業では、生産の回復を受けて紙・パルプの受注が一番早

く伸び始め１２年に入ってからは化学の受注が伸びるようになったが、ここに来て化学の生産の減少を反

映して化学の受注が前年の水準を下回ることもみられるようになった。なお、鉄鋼や石油・石炭製品はこ
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れまでの投資抑制の反動増や業績の回復からプラスに転じている。 

 非製造業では、投資抑制が続いている電力業で前年同月比でマイナス基調となっている。その他は

卸・小売をはじめとして軒並みプラスである。 

 一方、輸出は、ボイラ・原動機がアジアの経済危機に伴なう受注の落ち込みに対処すべく市場の多角

化を図ったことや、米国や中南米への受注が拡大していることから順調に伸びている。特に米国向けは

ガスタ－ビン発電プラントの受注が伸びている。化学プラントが中心の化学機械はアジアの経済が回復

するにつれて同地域への輸出が１２年に入ってから徐々に伸びるようになってきた。また射出成形機など

は早い時期から受注が上向いていた。これは、アジアの景気が１１年に入ってから上向きかけたのでそれ

に歩調を合わせる恰好で受注が伸びてきたためである。このようなことから輸出全体としてはプラス基調で

推移している。 

 官公需向けは、ごみ処理装置の受注が、相次ぐダイオキシン対策工事の受注や新規プラントの成約か

ら好調でプラス基調で推移している。 

 次に機種別の受注の動きを見ることにしよう（第１３表）。産業機械の受注はいわゆる 

ＩＴ関連の受注が少なく、第１３表の中でＩＴ関連の機種は、射出成形機が主体のプラスチック加工機械の

みがその関連の機種である。その意味では、産業機械は情報化の追い風をほとんど受けていないために、

受注の動きは本来の民間設備投資の強さを反映しているといえるものである。反対に、最近の半導体等Ｉ

Ｔ関連の落ち込みの影響を受けてはいないために、受注は比較的堅調に推移しており、民間設備投資

の底型さを裏付けている。 

半導体製造装置も産業機械工業会の受注実績には含まれてはいない。 

 機種別にみると、ボイラ・原動機の回復は米国・中南米を中心とした輸出に支えられたものであり、内需

は電力業の投資の抑制により低水準横這いで推移している。 

 化学機械は化学工業を中心とした内需の回復とアジアを中心とした化学プラントの輸出の伸長により前

年の水準を上回る状況が続いているが、内需の勢いが足元ではやや弱くなっている。 

 プラスチック加工機械は主力の射出成形機が景気に敏感な機種であり、かつ情報化の強い後押しによ

り、産業機械の中では一番最初に前年同月比でプラスに転じた機種である。最初に輸出が伸び始め、次

いで内需も伸びるようになった。内需では電気機械や自動車向けが大きく伸びたが、最近では情報化関

連の落ち込みによる内需の一服に加えて輸出も停滞気味である。 

 ポンプは官公需の伸び悩みから横這いで推移している。 

 圧縮機にはコンプレッサ－などが含まれるが、化学工業や一般機械向けを中心に前年比でプラス基調

が続いている。化学機械と同様に、化学機械向けが伸びている。 

 運搬機械には、コンベア、クレ－ンや立体駐車場が含まれる。輸出は横這いであるが、鉄鋼でのクレ－

ンや加工組立型産業の自動車、電気機械、一般機械向けのコンベア、クレ－ンといった内需を中心に伸

びている。 

 変速機はプラスチック加工機械とともに景気の動きに敏感な機種であり、民間設備投資の回復を受けて、

一般機械を中心に大きく伸びている。 

 金属加工機械も、新型車対応から自動車向けのプレス関連の好調に加え、鉄鋼業での圧延機械の増

加により好調に推移している。 

 その他はごみ処理設備や水質汚濁防止装置が主体であり、ごみ処理装置がダイオキシン対策工事の

多くの受注があり好調でプラス基調を続けている。 

 



 - 19 -  

     第１１表  産業機械受注状況                            （億円、％） 

   総額 前 年 同 期

比増減率 

  国内 前 年 同 期

比増減率 

 輸出 前年同期

比増減率 

１１年 １期 

    ２ 

    ３ 

    ４ 

１２年 １期 

    ２ 

    ３ 

    ４ 

１３年 １期   

 １６,４４３ 

  ８,０９１ 

 １２,５４３ 

 １０,２４２ 

 １４,７９１ 

  ９,２４５ 

 １５,１８０ 

 １０,１９５ 

 １８,０３１ 

  －９ 

 －２２ 

 －１２ 

   ０ 

 －１０ 

   １４ 

   ２１ 

   ０ 

 －２２ 

 １３,４９６ 

  ６,２５８ 

 １０,７０７ 

  ７,４４５ 

 １１,１６７ 

  ７,６２９ 

 １１,７２２ 

  ８,０３２ 

 １２,３６３ 

    １ 

 －１５ 

  －４ 

  －７ 

 －１７ 

   ２２ 

   ９ 

   ８ 

  １１ 

 ２,９４７ 

 １,８３３ 

 １,８３６ 

 ２,７９７ 

 ３,６２４ 

 １,６１６ 

 ３,４５８ 

 ２,１６３ 

 ５,６６６ 

 －３８ 

 －３８ 

 －４２ 

   ２７ 

   ２３ 

 －１２ 

   ８８ 

 －２３ 

   ５６ 

１１年 １月 

    ２ 

    ３ 

    ４ 

    ５ 

    ６  

    ７ 

    ８ 

    ９ 

   １０ 

   １１ 

   １２ 

１２年 １月 

    ２ 

    ３ 

    ４ 

    ５ 

    ６  

    ７ 

    ８ 

    ９ 

   １０ 

   １１ 

   １２ 

１３年 １月 

    ２ 

    ３ 

    ４ 

  ３,０１５ 

  ３,１７０ 

 １０,２５８ 

  ２,３４７ 

  ２,９１２ 

  ２,８３０ 

  ３,１９４ 

  ３,６９３ 

  ５,６５６ 

  ２,５９５ 

  ２,８４５ 

  ４,８０２ 

  ２,９９６ 

  ３,１８０ 

  ８,６１６ 

  ２,４１０ 

  ２,７２４ 

  ４,１１１ 

  ４,１２４ 

  ３,６５０ 

  ７,４０６ 

  ２,６４４ 

  ３,１６６ 

  ４,３８５ 

  ２,８８１ 

  ４,３７８ 

 １０,７７２ 

  ３,４１０ 

 －１０ 

 －１０ 

  －９ 

 －２６ 

    １ 

 －３４ 

  －３ 

   ３３ 

 －３１ 

 －１９ 

    ８ 

   １０ 

  －１ 

    ０ 

 －１６ 

    ３ 

  －６ 

   ４５ 

   ２９ 

  －１ 

   ３１ 

   ２ 

  １１ 

  －９ 

  －４ 

  ３８ 

  ２５ 

  ４１ 

  ２,５２７ 

  ２,５５８ 

  ８,４１１ 

  １,８０６ 

  ２,０１６ 

  ２,４３５ 

  ２,７７４ 

  ３,０６２ 

  ４,８７１ 

  １,９４７ 

  ２,４２０ 

  ３,０７９ 

  ２,１５２ 

  ２,７０３ 

  ６,３１２ 

  ２,０５９ 

  ２,２８６ 

  ３,２８４ 

  ３,０５１ 

  ２,９２４ 

  ５,７４７ 

  ２,２１６ 

  ２,４７７ 

  ３,３４０ 

  ２,０７３ 

  ３,０６２ 

  ７,２２８ 

  ３,００１ 

 －１２ 

  －２ 

   ６ 

 －２０ 

 －１２ 

 －１５ 

  －４ 

   ２９ 

 －１６ 

 －３１ 

   ８ 

   ３ 

 －１５ 

   ６ 

 －２５ 

  １４ 

  １３ 

  ３５ 

  １０ 

  －４ 

   １８ 

   １４ 

    ２ 

    ９ 

  －４ 

   １３ 

   １５ 

   ４６ 

  ４８８ 

  ６１２ 

 １,８４７ 

  ５４１ 

  ８９６ 

  ３９５ 

  ４２０ 

  ６３１ 

  ７８５ 

  ６４８ 

  ４２５ 

 １,７２４ 

  ８４４ 

  ４７６ 

 ２,３０４ 

  ３５１ 

  ４３８ 

  ８２７ 

 １,０７３ 

   ７２６ 

 １,６５９ 

  ４２８ 

  ６９０ 

 １,０４５ 

  ８０８ 

 １,３１６ 

 ３,５４３ 

  ４０９ 

  －２ 

 －３４ 

 －４４ 

 －４０ 

   ５０ 

 －７３ 

    ５ 

   ６１ 

 －６７ 

  ５８ 

   ６ 

  ２４ 

  ７３ 

 －２２ 

  ２５ 

 －３５ 

 －５１ 

 １１０ 

 １５５ 

  １５ 

 １１１ 

 －３４ 

  ６２ 

 －３９ 

  －４ 

  １７６ 

  ５４ 

  １６ 

（備考）日本産業機械工業会「産業機械受注状況」 
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    第１２表  産業機械受注状況（国内需要別）            （前年同期比増減率、％） 

  民需  製造業 非製造業  官公需  代理店  合計 

１１年 １期 

    ２ 

    ３ 

    ４ 

１２年 １期 

    ２ 

    ３ 

    ４ 

１３年 １期   

 －１５ 

 －２９ 

 －１７ 

 －１５ 

 －１６ 

  ２０ 

   ７ 

 －２ 

 －１９ 

 －４１ 

 －３９ 

 －２４ 

  １９ 

   ５ 

  ４９ 

  ２２ 

  ２０ 

  ３１ 

  １３ 

 －１１ 

 －１１ 

 －３１ 

 －２８ 

  －２ 

  －４ 

 －２１ 

  １０ 

  ４７ 

  １０ 

  １７ 

 －１ 

－２５ 

  ２４ 

  １０ 

  ２４ 

   ３ 

   ４ 

 －８ 

 －０ 

  １５ 

   ９ 

  １９ 

  １７ 

   ３ 

－１９ 

   １ 

－１５ 

 －４ 

 －７ 

－１７ 

  ２２ 

  ９ 

  ８ 

 １１ 

１１年 １月 

    ２ 

    ３ 

    ４ 

    ５ 

    ６  

    ７ 

    ８ 

    ９ 

   １０ 

   １１ 

   １２ 

１２年 １月 

    ２ 

    ３ 

    ４ 

    ５ 

    ６  

    ７ 

    ８ 

    ９ 

   １０ 

   １１ 

   １２ 

１３年 １月 

    ２ 

    ３ 

    ４ 

 －２３ 

  －１ 

 －１６ 

 －２５ 

 －２８ 

 －３２ 

 －２３ 

 －１０ 

 －１７ 

 －３４ 

   １７ 

 －２０ 

  －２ 

  －２ 

 －２４ 

   １２ 

   １７ 

   ３５ 

   ２０ 

   ２０ 

  －３ 

  －２ 

 －２０ 

   １６ 

   １ 

  １８ 

  ２６ 

  ８３ 

－３９ 

－２７ 

－４６ 

－３９ 

－２４ 

－４９ 

－２５ 

 －７ 

－２９ 

－１９ 

 －５ 

 １１４ 

  １３ 

  １８ 

 －３ 

  ２８ 

  ５４ 

  ６５ 

  １７ 

  ３５ 

  １９ 

  １４ 

  ４６ 

   ８ 

  １１ 

  ３８ 

  ３７ 

  ５ 

 －２ 

  ２６ 

  １３ 

－１０ 

－３２ 

 －５ 

－２１ 

－１３ 

 －６ 

－４３ 

  ３３ 

－５８ 

－１６ 

－１３ 

－３４ 

 －０ 

－１６ 

  １１ 

  ２３ 

   ９ 

－１７ 

－１５ 

－５２ 

  ２８ 

 －１１ 

   ２ 

  １８ 

 １６１ 

   ６ 

   ０ 

  ９０ 

 －０ 

  ２８ 

   ５ 

  ２６ 

 １０６ 

－１９ 

－３５ 

 －６ 

  ３０ 

－３６ 

  １７ 

－３０ 

  １１ 

  ９ 

  ４０ 

 －４ 

－２８ 

  ５８ 

  ４３ 

  ４１ 

   ７ 

 －１０ 

  １８ 

   ２ 

 －５ 

  ２ 

－１３ 

  ２３ 

－２７ 

 －１ 

   ５ 

－１４ 

  １８ 

   １ 

   ７ 

  １１ 

  ２８ 

   １ 

  ２３ 

   ５ 

  ３０ 

  １３ 

  １７ 

  ３３ 

  １１ 

   ５ 

  １５ 

  １４ 

 －１７ 

 －１０ 

 －１９ 

 －２５ 

 －１７ 

－１２ 

 －２ 

  ６ 

－２０ 

－１２ 

－１５ 

 －４ 

 ２９ 

－１６ 

－３１ 

   ８ 

   ３ 

－１５ 

   ６ 

－２５ 

  １４ 

  １３ 

  ３５ 

  １０ 

 －４ 

  １８ 

  １４ 

   ２ 

   ９ 

 －４ 

  １３ 

  １５ 

  ４１ 

（備考）日本産業機械工業会「産業機械受注状況」 
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  第１３表 産業機械・主要機種別の動向 

                          （前年同期比増減率、％） 

 ﾎ ﾞｲﾗ及

び 原 動

機 

化学機

械 

ﾌﾟﾗｽﾁｯ

ｸ 

加 工 機

械 

ポンプ 運搬機

械 

変速機 金 属 加

工機械 

その他 合計 

１１年 １期 

    ２ 

    ３ 

    ４ 

１２年 １期 

    ２ 

    ３ 

    ４ 

１３年 １期   

 －５ 

 －６ 

－３０ 

  ４ 

－２２ 

－３５ 

 ２４ 

－３５ 

 ５２ 

－３０ 

－４４ 

－３４ 

－１３ 

  ７ 

 ３６ 

 ４６ 

  ４ 

 １５ 

－２０ 

  ４ 

 －３ 

  ７０ 

  ４５ 

  ２２ 

  ３７ 

－１８ 

 －９ 

 １５ 

 －３ 

 －８ 

  ５ 

 －４ 

  ２ 

  ４ 

 －４ 

  １ 

－２１ 

－２７ 

－１２ 

－１４ 

  ５ 

 ４７ 

 １８ 

 １９ 

 １６ 

－１８－

２０ 

 －６ 

  ４ 

 －３ 

 ２９ 

  ５ 

 １２ 

 －０ 

－４７ 

－７９ 

 １１ 

 －７ 

－５０ 

 ４１２ 

－３９ 

 ３０ 

 ３６ 

 ４１ 

 －２ 

 ６２ 

 １４ 

－２０ 

 ２８ 

  ７ 

 ３８ 

 １６ 

  －９ 

 －２２ 

 －１２ 

   ０ 

 －１０ 

  １４ 

  ２１ 

  －１ 

  ２２ 

１１年 １月 

    ２ 

    ３ 

    ４ 

    ５ 

    ６  

    ７ 

    ８ 

    ９ 

   １０ 

   １１ 

   １２ 

１２年 １月 

    ２ 

    ３ 

    ４ 

    ５ 

    ６  

    ７ 

    ８ 

    ９ 

   １０ 

   １１ 

   １２ 

１３年 １月 

    ２ 

    ３ 

    ４ 

 １５ 

  ６ 

－１１ 

  ３ 

  ２７ 

－４１ 

 －８ 

  ６ 

－４２ 

－５４ 

  ３９ 

  ４８ 

－２８ 

－３２ 

－１８ 

－２７ 

－５７ 

 －７ 

１１２ 

 １７ 

  ０ 

 －６ 

－４３ 

－４０ 

－３６ 

１０７ 

 ５６ 

２０３ 

－３２ 

－４８ 

－２３ 

－４８ 

 －４ 

－５９ 

－２６ 

 －５ 

－４８ 

  ３５ 

 －８ 

－３３ 

 ６２ 

 ６１ 

－２２ 

  ３ 

 －５ 

１０７ 

 ６２ 

 １５ 

 ５６ 

－２７ 

 ５３ 

  ０ 

 －２ 

 ２８ 

 １９ 

  ３ 

－２５ 

－２０ 

－１６ 

  ２１ 

 －４ 

 －３ 

 ２２ 

 １８ 

－３６ 

 ５５ 

 ４６ 

１０６ 

 ７２ 

 ７１ 

 １３ 

 ３１ 

 ２８ 

  ８ 

 －９ 

 ２７ 

１１１ 

  １ 

－１４ 

－３３ 

－３０ 

 －６ 

  ７ 

－４９ 

－１７ 

 １７ 

 ４７ 

 －６ 

 ３８ 

－２８ 

 １７ 

 －２ 

－２２ 

－１６ 

 １１ 

 ２２ 

 －３ 

 －３ 

 －５ 

  ８ 

－２１ 

 ２３ 

 －０ 

 １１ 

  ３ 

 １６ 

－１０ 

－１３ 

 －８ 

－１６ 

 １８ 

－２６ 

－１５ 

－３５ 

－１７ 

－４２ 

－３２ 

 －４ 

－２４ 

 １３ 

－１８ 

－１６ 

  １１ 

－２４ 

  ２ 

 ８２ 

－２０ 

 ６１ 

 １６ 

 ６１ 

  ７ 

  ６ 

 ３０ 

 １８ 

 １８ 

 ２２ 

  ７ 

－３１ 

－１４ 

－１７ 

－１８ 

－１４ 

－２２ 

－１６ 

－３０ 

－１４ 

 －５ 

 －５ 

 －８ 

 －６ 

   ３ 

  １７ 

 －４ 

  １ 

 －６ 

 ３９ 

 ２０ 

 ２８ 

  ２ 

  ８ 

  ６ 

 １１ 

 ２６ 

  １ 

  ２ 

 －６ 

  ３ 

－１２ 

－５９ 

 ９９ 

－７３ 

－６４ 

－６３ 

  － 

－４３ 

  １７ 

  ４１ 

－２６ 

－４９ 

  ４７ 

－２６ 

－８７ 

 －３ 

 ９３ 

３０１ 

  － 

－１３ 

－４７ 

－４３ 

 ７１ 

 ６５ 

  ７ 

 ９５ 

１５２ 

 －１ 

  ９ 

 １８ 

 ３２ 

 ５３ 

－１６ 

 －３ 

  ６ 

 ３５ 

２６４ 

 １６ 

－４０ 

－１６ 

 ８８ 

－３２ 

 －９ 

－１９ 

  １ 

 ４２ 

 ３１ 

－１５ 

－２９ 

 ６５ 

 ６２ 

 ９１ 

 １４ 

  ９ 

 ３２ 

 １２ 

 ５０ 

 －１０ 

 －１０ 

  －９ 

 －２６ 

   １ 

 －３４ 

  －３ 

  ３３ 

 －３１ 

 －１９ 

   ８ 

  １０ 

  －１ 

   ０ 

 －１６ 

   ３ 

  －６ 

  ４５ 

  ２９ 

  －１ 

  ３１ 

   ２ 

  １１ 

  －９ 

  －４ 

  ３８ 

  ２５ 

  ４１ 

（備考）日本産業機械工業会「産業機械受注状況」 
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２．２ 民間設備投資の広がりの幅が分かる 

  －製造業・非製造業とも裾野の広がりが見られる－ 

 

 産業機械は生産設備として使用される。そして、需要先が多岐にわたるために、産業機械の受注をみる

とどこの業種からの受注が伸びているかなど民間設備投資の広がりを確認することが出来る。そこで、過

去からの機種別の受注の推移を年度別に見ることにしよう（第１４表）。  

 

  第１４表  産業機械の需要部門別受注の推移                   （前年度比、％） 

   ８年度  ９年度  １０年度  １１年度  １２年度 

製造業 

 食品工業 

 繊維工業 

 紙・パルプ工業 

 化学工業 

 石油・石炭製品工業 

 ゴム・皮革 

 窯業・土石 

 鉄鋼業 

 非鉄金属 

 金属製品 

 一般機械 

 電気機械 

 自動車工業 

 造船業 

 その他の輸送機械工業 

 精密機械 

 その他製造業 

１０３．８ 

１１０．２ 

 ９３．５ 

１２６．８ 

１１５．０ 

 ６７．７ 

１２７．６ 

 ８８．４ 

 ９８．８ 

１１９．３ 

 ９１．８ 

１０６．５ 

 ７５．２ 

１２６．８ 

１０１．６ 

１４１．７ 

１２０．６ 

１０２．９ 

１０９．３ 

１１９．８ 

 ９８．６ 

 ５０．４ 

 ９８．６ 

２２３．９ 

１０３．６ 

１０９．３ 

１３８．０ 

 ７６．２ 

 ８２．４ 

１０４．６ 

１０８．９ 

１１３．９ 

 ７８．４ 

 ７７．０ 

１０８．４ 

１２５．５ 

 ６８．４ 

 ８６．４ 

 ７４．３ 

 ７１．７ 

 ７９．６ 

 ４０．６ 

 ７３．８ 

１１２．４ 

 ５３．４ 

 ２９．３ 

 ６２．７ 

 ７９．２ 

 ５８．６ 

 ７５．４ 

１０２．１ 

１０１．３ 

 ６９．４ 

 ８４．３ 

 ８７．４ 

 ９０．４ 

１４４．１ 

１２９．４ 

 ７２．７ 

 ４９．６ 

 ６４．０ 

 ３５．０ 

 ６４．４ 

 ４７．４ 

１０１．５ 

１１７．６ 

１９５．５ 

 ７６．５ 

 ８３．９ 

 ７４．６ 

１２０．４ 

 ８９．５ 

１２９．６ 

 ９９．６ 

 ８５．０ 

１１６．６ 

１２８．３ 

１５３．４ 

 ８０．２ 

１１２．７ 

１７３．７ 

３０４．５ 

１３４．２ 

１２７．０ 

１２７．１ 

１８７．８ 

１４４．２ 

 ４２．２ 

１４９．６ 

１０１．３ 

非製造業 

 鉱業 

 建設業 

 電力業 

 運輸業 

 通信業 

 卸・小売業 

 金融・保険業 

 不動産業 

 情報サ－ビス業 

 その他の非製造業 

１０２．２ 

 ９７．５ 

１２３．２ 

 ９１．３ 

 ８４．２ 

１２６．１ 

 ９４．８ 

 ９６．６ 

１４２．４ 

１２５．０ 

１４７．２ 

 ８３．９ 

 ７６．９ 

 ６９．９ 

 ８７．４ 

 ８２．２ 

 ８８．４ 

１２２．８ 

 ７７．０ 

１２３．０ 

１１８．９ 

 ７３．９ 

 ９３．９ 

 ７８．４ 

 ７４．３ 

１０１．６ 

 ９５．５ 

１１３．１ 

 ５５．５ 

３４１．１ 

１１２．８ 

１０９．７ 

 ７５．８ 

 ７７．５ 

１２２．７ 

１１１．６ 

 ７５．０ 

１０５．３ 

 ７８．１ 

 ７１．０ 

 ２８．８ 

 ３８．１ 

 ８９．９ 

 ７８．１ 

 ９８．０ 

 ８４．５ 

１０３．７ 

 ９２．８ 

１０６．０ 

１４６．６ 

２３９．５ 

１４０．１ 

１３３．８ 

１８１．５ 

 ９８．４ 

官公需  ８９．５ １１２．４ １０１．７  ９７．８ １１３．７ 

海外需要 １２３．４  ８２．５  ６７．４  ８９．７ １２７．９ 

代理店 １０２．８  ８１．５  ８５．９ １０３．５ １０４．０ 

合計 １０５．４  ９３．０  ８２．２  ８９．１ １１５．３ 

  （備考）日本産業機械工業会「産業機械受注状況」 
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これによると、産業機械の受注は、９年度、１０年度、１１年度と低迷が続いたのちに１２年度には大きく

回復に転じている。この回復の背景には、各産業における需要の回復と収益の改善に加えて、これまで

長い間投資を抑制してたことの反動増という面がある。設備投資というものは投資の抑制が長く続くと出て

くるものなのである。 

需要別にみると、まず製造業では、素材型産業で紙・パルプ、化学が生産の回復や業績の改善から受

注が上向き、前年度を上回っている。紙・パルプでは製紙機械の新設や改造などが出て来ている。しかし、

化学は１３年に入ってから、生産の低下などで受注は低下傾向にあり、マイナスになることもある。石油・

石炭製品ではこれまでの投資抑制から反動増となっている。石油精製で脱硫などの環境対策工事が出

て来ている。鉄鋼は、圧延機械に加えて鉄鉱石等を運ぶクレ－ンなどの運搬機械の受注により前年度比

１７４％と大きく伸びている。 

 加工組立産業では、一般機械が民間設備投資の回復を受けて着実に伸びている。機種としては、景気

の動きに敏感な変速機やクレ－ン、コンベアなどの運搬機械が伸びている。電気機械はプラスチック加工

機械や運搬機械などを中心に伸びている。自動車工業は、 

１２年の春から受注が伸び始め、プレスの金属加工機械やコンベヤなどの運搬機械、射出成形機などの

プラスチック加工機械を中心に前年度比１８８％と大きく伸びている。新型車対応の投資や、環境対応車

種への対応の投資の堅調が受注を好調なものにしている。精密機械ではプラスチック加工機械が伸びて

いる。 

 非製造業では、主力の電力向けが同産業の投資抑制の影響から前年度を下回った。表からも分かるよ

うに低下傾向が続いており、ボイラ・タ－ビンを製作する工場の稼働率が低下している。その他の業種で

は、卸・小売で冷凍機や物流関連の運搬機械を中心に前年度比２４０％と伸びたほか、通信業などで景

気の回復を受けて受注が伸びている。 

 これまで民間設備投資はＩＴ関連に牽引されてきたといった論調が圧倒的に多かった。極端な場合、ＩＴ

が全てであるかのような誤った論調も多かった。しかし、産業機械の受注をみている限りでは各産業から

の受注が前年度を上回っており、産業の裾野の広がりを確認することが出来る。産業機械の受注はいわ

ゆるＩＴ関連がほとんどないために民間設備投資本来の強さや広がりを見ることが出来る。その意味では、

この民間設備投資関連の広がりが現在のＩＴ関連投資が一段落した後の民間設備投資をしっかりと支え

ているものと思われる。機械受注のところでみたように、４月の「船舶・電力を除く民需」は前年同月比１０．

５％増と依然前年水準を上回っているし、産業機械の受注（内需）も今年にはいってからも製造業を中心

にプラス基調を続けている。 

 

２．３ 景気に敏感な機種 

   －プラスチック加工機械と変速機は景気に敏感－ 

 

 産業機械の中で景気に敏感な機種を敢えていえば、射出成形機を中心とするプラスチック加工機械と

変速機ということになる。他の機種は大物工事が多く景気の回復よりも遅れて受注が回復してくるのが普

通である。景気が良くならないと受注が上向かない機種が多い中でこの２機種は景気に敏感である。景

気に敏感であるといっても景気に先行して受注が立ち上がる景気の先行指標ではない。せいぜいのとこ

ろ景気の一致指標である。しかし一致指標でも景気の動きがわかるので役に立つ指標であると言える。 

 そこで両者の動きを見ることにしよう。プラスチック加工機械は、１１年４月には前年同月比増減率でプラ

スに浮上しており、産業機械の機種の中ではこれの回復が一番早かった。 
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 １１年に入ってからプラスチック加工機械に対する海外需要が伸び、それに合わせた恰好で国内向けが

情報化の後押しで電気機械向けの受注が伸びてきたことなどから前年を上回るようになった。これまでの

回復時期と異なり、今回受注の回復時期が早かったのは、情報化の大きな後押しがあったためである。

受注金額から見た受注のボトムは１１年１～３月期で、景気の回復時期よりも少し早かった。これは、今回

の景気回復局面においてＩＴ関連が景気を押し上げたことと歩調を合わせている。 

 これに対し変速機は、内需では一般機械向けが中心であり、民間設備投資の回復に合わせるような形

で伸びてきた。変速機は主として産業機械に組み込まれ、機械のスピ－ドを早くしたり遅くしたりする装置

である。身近な例としてはエレベ－タ等に使われていると思っていただければよい。機械に組み込まれる

わけであるから、変速機の受注は民間設備投資の動きと同じかやや早く回復することになる。受注金額か

ら見たボトムは１１年４～６月と景気の谷と一致しており、工事ベ－スである民間設備投資の谷の１１年７～

９月期と比べ１期だけ早くなっている。変速機の場合は、ＩＴの波の大きな後押しはないから、受注の回復

は実力そのものであるといえる。その分だけプラスチック加工機械よりも回復時期が遅れている。 

 

      第１５表 プラスチック加工機械と変速機の受注動向        （億円、％） 

 

 

プラスチック 

加工機械 

前年同月比 

増減率 

変速機 前年同月比 

増減率 

１１年 １月 

    ２ 

    ３ 

    ４ 

    ５ 

    ６  

    ７ 

    ８ 

    ９ 

   １０ 

   １１ 

   １２ 

１２年 １月 

    ２ 

    ３ 

    ４ 

    ５ 

    ６  

    ７ 

    ８ 

    ９ 

   １０ 

   １１ 

   １２ 

１３年 １月 

    ２ 

    ３ 

    ４ 

   ９０ 

   ８４ 

  １４９ 

  １２１ 

  １１２ 

  １２８ 

  １３５ 

  １２０ 

   ９６ 

  １３３ 

  １３１ 

  １９７ 

  １５５ 

  １４３ 

  １６９ 

  １５９ 

  １４４ 

  １３９ 

  １２３ 

  １５３ 

  ２０４ 

  １３５ 

  １１３ 

  １３１ 

  １０９ 

  １３５ 

  １８１ 

   ８１ 

  －２５ 

  －２０ 

  －１６ 

    ２１ 

   －４ 

   －３ 

    ２２ 

   １８ 

  －３６ 

   ５５ 

   ４６ 

  １０６ 

   ７２ 

   ７１ 

   １３ 

   ３１ 

   ２８ 

    ８ 

   －９ 

   ２７ 

  １１１ 

    １ 

 －１４ 

 －３３ 

 －３０ 

  －６ 

    ７ 

 －４９ 

   ４１ 

   ４０ 

   ４９ 

   ３３ 

   ３６ 

   ３７ 

   ４０ 

   ３８ 

   ４６ 

   ３９ 

   ４１ 

   ４５ 

   ３９ 

   ４０ 

   ４６ 

   ４６ 

   ４４ 

   ４８ 

   ４１ 

   ４１ 

   ４８ 

   ４４ 

   ５１ 

   ４５ 

   ４０ 

    ３８ 

    ４８ 

    ４０ 

  －１８ 

  －１４ 

  －２２ 

  －１６ 

  －１９ 

  －１４ 

   －５ 

   －５ 

   －８ 

   －６ 

    ３ 

   １７ 

   －４ 

    １ 

  －６ 

   ３９ 

   ２０ 

   ２８ 

    ２ 

    ８ 

    ６ 

   １１ 

   ２６ 

    １ 

    ２ 

  －６ 

   ３ 

 －１２ 

（備考）日本産業機械工業会「産業機械受注状況」 
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３． 工作機械受注統計の読み方 

  

 工作機械の受注は、景気の回復期には景気の回復よりも遅れて立ち上がるので、景気の谷では景気に

対しての遅行指標と言える。しかし、一旦回復すると前年同月比で５割、６割増と加速度的に受注が増加

するので民間設備投資や景気の動きや強さを知ることが出来る。景気の山が近づくとユ－ザ－は工場で

生産する製品の受注や生産が伸び悩んで来るからもうすぐ景気がピ－クとなり、今後は生産は伸びない

ということがわかってくる。生産が伸びないとすると、既存の工作機械で十分生産に対応できるので工作

機械の注文を控えるようになる。そうするとメ－カ－サイドにおいて工作機械の受注は大きく減少する。こ

のため景気よりも早く受注が落ち込みを見せるので、景気の山では景気の先行指標であると言える。そし

て、一旦受注が落ち込み出すと、前年同月比で３割、４割の減少と大きな落ち込みを見せるのが特徴で

ある。 

 

３．１ 景気に対する先行性と遅効性 

－景気の谷では遅行指標、山では先行指標－ 

  

 日本工作機械工業会が公表する工作機械受注統計は、工作機械の内需、外需、業種別、国別の受注

実績が分かる統計である。更には、この受注の動きにより民間設備投資の動きや強さあるいは景気の動

きや強さを把握することが出来る。通常、工作機械の受注は景気の回復よりも遅れて立ち上がる。景気が

良くなると受注が伸び始めるが、さらに景気が良くなると受注が加速度的に増加し、前年同月比で５割、６

割の大幅増が普通となる。そして、景気の山が近づくと工場で生産する製品の受注や生産の伸びが鈍っ

てくるのでユ－ザ－は工作機械の発注を控えるようになる。そうすると、景気の山よりも早い時点で工作機

械の受注が落ち込みはじめるようになり、受注が一旦落ち込み始めると前年同月比で３割、４割の大幅減

となる。 

 景気の谷では遅行指標、景気の山では先行指標である工作機械受注の実際の過去の動きをみたもの

が第１６表である。これを見ると、この経験則がぴったりとあてはまっている訳ではないが、大型景気である

平成景気の時（第１１循環）にはこの経験則がぴったりとあてはまっている。事実、この時は、景気の谷に

おいて工作機械の受注の回復は景気よりも１四半期遅れ、景気の山においては工作機械の受注は景気

よりも２四半期早く落ち込んでいる。また今回の景気循環では、景気の山では景気と工作機械の受注の

山が１２年１０～１２月期と同時期になった可能性が強い。これは、１３年に入ってから工作機械の受注、

景気とも急速に落ち込んでしまったためであり、経験則通りとはならなかった。工作機械の受注がこのよう

な特徴を持っているので、それを見ることで景気の強さや景気の局面の判断が出来る。 

 

        第１６表   工作機械、機械受注と景気の「山」と「谷」 

    工作機械受注       景気 

  谷   １９８７年 １～ ３月   １９８６年１０～１２月 

  山   １９９０年 ７～ ９月   １９９１年 １～ ３月 

  谷   １９９３年１０～１２月   １９９３年１０～１２月 

  山   １９９７年 ４～ ６月   １９９７年 １～ ３月 

  谷   １９９９年 ４～ ６月   １９９９年 ４～ ６月 

       （備考）工作機械受注の「山」と「谷」は筆者が判断。  
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 それでは、どうして工作機械の受注は景気の回復局面で景気よりも遅れて立ち上がり、他方、景気の後

退局面では景気の山よりも早く落ち込むのであろうか。その背景を説明することにしよう。 

 景気の低迷が続いた後、景気が良くなり始めると、物が売れ始め、これに伴ない生産が上向くようになる。

この段階では工場の中では生産設備としての工作機械がかなり余っている。生産の適正水準に比べて

生産がまだその水準を下回っているために一部の工作機械が遊休しているか、設備としての工作機械全

体の稼働率が適正水準に比べてまだ低い状況にある。この段階ではユ－ザ－から工作機械メ－カ－に

は更新投資などのための工作機械の注文が来るのにとどまる。更に景気が上向くと生産が上昇し、それ

に伴い稼働率は上昇し適正水準になる。更にその水準を越えると、一部の工場で工作機械の設備が不

足するようになる。また、工場の中には、将来の生産増を見込んで早めに工作機械の注文をメ－カ－に

対して行うところがでてくる。こうして工作機械の注文が増加する。更に生産の水準が上がると、設備が大

きく不足するようになるので工作機械の注文は爆発的に増えるようになる。このような状況になると、工作

機械の受注は加速度的に増加する。実際のところ、国内需要は前年同月比で５割増、６割増と大幅に増

えるのが普通である。 

 一方、景気がピ－クに近づき、工場で製作している製品の受注や生産の伸び率が鈍くなるとユ－ザ－

はその手応えで景気のピ－クが近いことを知る。これからは生産が伸びないことからユ－ザ－は工作機械

の注文を控えるようになり、工作機械の受注が減少する。ユ－ザ－は現在の工場にある工作機械で生産

に十分対応が出来ると判断するためである。そして、生産が伸びなくなり、更には落ち込むようになると、

ユ－ザ－は更新投資相当分しか注文をしなくなるため、受注は加速度的に減少するようになる。工作機

械の受注は更新投資中心の低いレベルのものとなる。正に加速度原理の世界であると言える。 

 この動きを仮設例で見ることにしよう 2。第１７表がそれである。ここでは産業機械を作る工場があるとし、

機械設備は工作機械だけであるとする。また、資本係数を２、即ち、１単位（金額ベ－ス）の産業機械を作

るには生産設備である工作機械が２単位必要であるとする。そして、対象期間中における毎期行われる

機械設備の置き換えを当初存在した資本ストックの７０単位の１割の７単位としている。この７単位の更新

投資は生産の増減に関係なく対象期間中毎期発生する。  

    第１７表  加速度原理の数値例（産業機械製造工場の例）      （金額単位） 

  期  生産  生産増減 資本ｽﾄｯｸ  純投資  粗投資 

  １ 

  ２ 

  ３ 

  ４ 

  ５ 

  ６ 

  ７ 

  ８ 

  ９ 

 １０ 

 １１ 

 １２ 

 １３ 

  ２５ 

  ２０ 

  ２５ 

  ３０ 

  ３５ 

  ４０ 

  ５０ 

  ６０ 

  ６３ 

  ６５ 

  ６３ 

  ６０ 

  ５５ 

   － 

▲５ 

５ 

５ 

５ 

   ５ 

  １０ 

  １０ 

   ３ 

   ２ 

▲２ 

▲３ 

▲５ 

  ７０ 

  ７０ 

  ７０ 

  ７０ 

  ７０ 

  ８０ 

 １００ 

 １２０ 

 １２６ 

 １３０ 

 １３０ 

 １３０ 

 １３０ 

   ０ 

   ０ 

   ０ 

   ０ 

   ０ 

  １０ 

  ２０ 

  ２０ 

   ６ 

   ４ 

   ０ 

   ０ 

   ０ 

   ７ 

   ７ 

   ７ 

   ７ 

   ７ 

  １７ 

  ２７ 

  ２７ 

  １３ 

  １１ 

   ７ 

   ７ 

   ７ 

    （備考） 第２期が景気の「谷」、第１０期が景気の「山」としている。 

                                                   
2  参考文献〔３〕ｐ．７２～７６を参考にした。 
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 ここでの純投資は、新規の投資であるいわゆる能力増強投資であり、粗投資は純投資に毎期発生する

７単位の更新投資に能力増強投資を加えたものである。この粗投資はメ－カ－サイドからみると工作機械

の受注となる。なお、ここでは工作機械の受注から生産、ユ－ザ－の工場での据付までのラグがないもの

としている。実際、工作機械は見込生産的な面が強く、受注から納期までは２カ月と短くこの仮設例は実

態とさほどかけ離れたものではない。 

 この表では第２期が生産のボトム、即ち景気の谷としている。ここでは生産と景気が連動しているとみて

いる。第４期までは設備が余った状態であるので能力増強投資は行われず、更新投資のみに止まる。粗

投資の７単位のみが毎期行われることになる。第５期に生産が資本ストックに見合う水準まで増加し、ここ

で設備は生産に対して適正水準となるが、まだ新規の能力増強投資は発生していない。第６期になると

漸く生産に対して設備が不足の状態となり、５単位の生産の増加に対応する１０単位の能力増強投資が

行われようになる。そして、この１０単位と更新投資の７単位を合わせた１７単位の粗投資が第６期に行わ

れる。 

 この時点で、メ－カ－の工作機械の受注は前期の７単位から１７単位へと急増する。更に第７期に生産

が前期よりも１０単位増加すると、純投資は２０単位と倍増し、更新投資と合わせて２７単位へと受注が急

拡大する。実際、工作機械の受注をみると、第１８表にあるように国内向けの受注は、ボトムである１１年５

月に２５３億円であったものが１２年１２月には５０３億円へと約２倍となっている。このように短期間に大きく

受注が拡大するのが工作機械の受注の特徴である。 

 第８期も第７期と同様に生産が１０単位増加するために２０単位の能力増強投資が行われ、生産の増加

に対応した分が純投資として出てくる。しかし、更新投資を合わせた粗投資は２７単位で工作機械の受注

は前期に対して横這いとなる。生産が前期と同様大きく伸びても受注は横這いとなるのである。しかし、景

気のピ－クに近づき、生産の伸びが鈍化する第９期には、生産の増加分は前期の１０単位に対して３単

位と急減するから、それに対応する能力増強投資は６単位と前期の２０単位に比べて大きく減少し、更新

投資と合わせた粗投資は１３単位へと半減する。即ち、生産が増加傾向にあっても増加分が減少すると

工作機械の受注は減少し始めるのである。景気のピ－クに近づくとユ－ザ－は手応えで生産がもう伸び

ないと分かるので、工作機械の発注を控えるようになる。実際のことろ設備はもう要らないのである。第 10

期が生産のピ－ク、即ち景気のピ－クであるが、この時点では工作機械の純投資は４単位とかなり落ち込

む。 

 生産が増加する第１０期までは能力増強投資が見込まれる。しかし、第１１期となると、生産はピ－クを超

えて減少に転じる。資本ストックはピ－ク時の１３０単位のままであるが、生産に見合って必要とされるストッ

クは１２６単位に減少するので、この時点では設備に４単位の余りが生じている。そのため、投資は当初存

在した資本ストックに対応する更新投資のみの７単位となる。第１２期以降は、第１１期と同様に更新投資

のみとなる。資本ストックは１３０単位のままであるから、稼働率が低下し、遊休設備はどんどん増えること

になる。第１３期では２０単位もの遊休設備をかかえることになる。この様な状況では更新投資に相当する

注文しかメ－カ－に来ないことから、低水準の受注が続く。 

 次に、実際の数値で工作機械の受注の動きを見ることにしよう。第１８表は、月別と四半期別の工作機

械の受注の動きを国内と輸出に分けて見たものである。まず、工作機械の受注の動きや強さが良く分かる

国内の受注の動きをみると、１１年５月の２５３億円をボトムとして回復に向かった。ピ－クは１２年１２月の５

０３億円で、１３年に入ってからは株価の低迷などによる中小企業を中心とした企業マインドの低下や電気

機械や精密機械向けなど情報化関連の受注のかげりにより受注が急激に落ちてきている。これは、本来



 - 28 -  

あるべき姿以上の落ち込みである。 

 業界数値は基本的には季節調整されてはいない。工作機械の数値も季節調整がなされていないので、

期末月である３月と９月は数字が膨れ上がり、期首月である４月と１０月は大きく落ち込むことになる。とこ

ろが、景気が良いときには、３月と９月は通常月に比べてそれほど数値が伸びず、逆に４月と１０月は期末

月の３月、９月に比べてそれ程落ち込まない。 

 ところが、１２年の後半に受注は異常ともいえる程の盛り上がりを見せた。１２年９月の受注額４７７億円に

対して、期首月の１０月は４８８億円とこれを上回ってしまった。期首月であるために通常ならかなり前月を

下回るものが、逆に増加してしまった。それ程投資マインドが強かったのである。原数値でこれ程までに

強い訳だから、季節調整をすればかなり大幅な前月比のプラスとなると思う。さらには、１１月、１２月と極

めて高いレベルの数字が続いた。１２年１０～１２月が受注のピ－クであったといえる。これほど強かった受

注であるので、ちょっとした要因で受注が簡単に落ち込む筈はないのに、１３年に入ると簡単に落ちこん

でしまった。１３年に入いってから、数字は明らかに下がり過ぎと思う。本来あるべき姿から大きく下回って

しまったのである。 

 この急激な受注の低下は、中小企業の投資マインドの冷え込みが大きかったことと、電気機械や精密

機械向けなど情報化関連の受注が落ちてきたことの二つの要因によるものと思われる。しかしながら、こ

の先景気がずるずると落ち込むようなことは無く、実際のところ受注は下がり過ぎなため工作機械の受注

はこれ以上落ち込むことはなく当面は少なくとも現在の水準をキ－プするものと思われる。 

 次に輸出の動きを見ることにしよう。輸出はこれまでプラス基調で推移してきた。１３年に入ってから欧州

向けは堅調であるがアメリカ向けは３月以降前年同月比増減率でマイナスになるなどアメリカの景気の減

速の影響が出てきている。また、アジア向けも、中国やマレ－シア向けは好調であるが、韓国や台湾向け

は大きく落ち込んでいる。 

 業種別の受注の動きをみたものが第１９表である。情報化関連の精密機械や電気機械向けの受注がま

ず最初に伸びてきた。精密機械は半導体製造装置の加工用に工作機械が使われるが、半導体製造装

置の生産の伸びに伴ない工作機械の受注が伸びてきた。しかしながら、半導体製造装置の受注は今年

に入ってから前年同月比増減率で大幅なマイナスとなっており、精密機械向けの受注も３月までのプラス

から４月に前年同月比で３７％の大きなマイナスに転じた。精密機械向けの受注はこの先も大幅なマイナ

スが続くものと思われる。電気機械からの受注も前年同月比増減率のプラス幅が縮小している。 

 主力の一般機械と自動車については、民間設備投資の回復に伴ない一般機械が出て来て、次いで自

動車も新型車対応の投資などから１２年の春頃から受注が増加してきた。中小企業の投資マインドの低

下から一般機械の伸び率が低下してきたことから、現在では自動車向けの受注が一番強いと言えよう。 
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   第１８表   工作機械受注状況                          （億円、％） 

   総額 前 年 同 期

比増減率 

  国内 前年同期比 

増減率 

  輸出 前年同期比 

増減率 

１１年 １期 

    ２ 

    ３ 

    ４ 

１２年 １期 

    ２ 

    ３ 

    ４ 

１３年 １期   

 １,９６３ 

 １,７６６ 

 １,９０３ 

 １,９３４ 

 ２,２０６ 

 ２,３９９ 

 ２,５３９ 

 ２,６０６ 

 ２,４３１ 

－２９ 

－３３ 

－２２ 

 －４ 

１２ 

３６ 

３３ 

３５ 

１０ 

   ９６２ 

   ８１３ 

   ８９８ 

   ９４６ 

 １,１４０ 

 １,２５４ 

 １,３４４ 

 １,４７９ 

 １,２７５ 

  －３２ 

  －３２ 

  －１５ 

    ５ 

   １８ 

   ５４ 

   ５０ 

   ５６ 

   １２ 

 １,００１ 

  ９５３ 

 １,００５ 

  ９８８ 

 １,０６６ 

 １,１４５ 

 １,１９５ 

 １,１２７ 

 １,１５６ 

  －２６ 

  －３３ 

  －２８ 

  －１４ 

     ７ 

   ２０ 

   １９ 

   １４ 

    ８ 

１１年 １月 

    ２ 

    ３ 

    ４ 

    ５ 

    ６  

    ７ 

    ８ 

    ９ 

   １０ 

   １１ 

   １２ 

１２年 １月 

    ２ 

    ３ 

    ４ 

    ５ 

    ６  

    ７ 

    ８ 

    ９ 

   １０ 

   １１ 

   １２ 

１３年 １月 

    ２ 

    ３ 

    ４ 

  ６２０ 

  ６２５ 

  ７１９ 

  ６０４ 

  ５５９ 

  ６０３ 

  ６０６ 

  ６２０ 

  ６７８ 

  ６３０ 

  ６４２ 

  ６６３ 

  ６５４ 

  ７３５ 

  ８１７ 

  ７４７ 

  ７８９ 

  ８６３ 

  ８２６ 

  ８１２ 

  ９０１ 

  ８６８ 

  ８６６ 

  ８７３ 

  ７９４ 

  ８０９ 

  ８２８ 

  ７４６ 

－３０ 

－３２ 

－２７ 

－２９ 

－３４ 

－３４ 

－２９ 

－１９ 

－１８ 

 －３ 

－１１ 

 －３ 

  ６ 

 １８ 

 １４ 

 ２４ 

 ４１ 

 ４３ 

 ３６ 

 ３１ 

 ３３ 

 ３８ 

 ３５ 

 ３２ 

 ２１ 

 １０ 

  １ 

 －０ 

   ２９５ 

   ３１６ 

   ３５１ 

   ２７４ 

   ２５３ 

   ２８６ 

   ２５５ 

   ２９７ 

   ３４６ 

   ３０８ 

   ３１３ 

   ３２５ 

   ３３６ 

   ３８４ 

   ４２０ 

   ４０４ 

   ３９９ 

   ４５０ 

   ４３３ 

   ４３７ 

   ４７４ 

   ４８８ 

   ４８８ 

   ５０３ 

   ４２１ 

   ４２４ 

   ４３０ 

   ３８０ 

 －３７ 

 －３２ 

 －２８ 

 －３０ 

 －３５ 

 －３１ 

 －３０ 

  －６ 

  －７ 

  １６ 

 －６ 

   ８ 

  １４ 

  ２２ 

  １９ 

  ４７ 

  ５８ 

  ５７ 

  ７０ 

  ４７ 

  ３７ 

  ５９ 

  ５６ 

  ５５ 

  ２５ 

  １０ 

   ２ 

 －６ 

  ３２４ 

  ３０９ 

  ３６８ 

  ３３０ 

  ３０６ 

  ３１７ 

  ３５１ 

  ３２２ 

  ３３２ 

  ３２２ 

  ３２９ 

  ３３８ 

  ３１８ 

  ３５１ 

  ３９７ 

  ３４３ 

  ３９０ 

  ４１３ 

  ３９３ 

  ３７５ 

  ４２８ 

  ３７９ 

  ３７８ 

  ３７０ 

  ３７３ 

  ３８５ 

  ３９９ 

  ３６６ 

 －２２ 

 －３１ 

 －２６ 

 －２９ 

 －３３ 

 －３６ 

 －２７ 

 －２９ 

 －２７ 

 －１６ 

 －１５ 

 －１１ 

  －２ 

  １４ 

   ８ 

   ４ 

  ２７ 

  ３０ 

  １２ 

  １６ 

  ２９ 

  １８ 

  １５ 

   ９ 

  １７ 

  １０ 

   ０ 

   ７ 

（備考）日本工作機械工業会「工作機械受注状況」 
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  第１９表  工作機械の業種別受注状況                  （前年同期比増減率、％） 

 一般機械 電気機械  自動車 造船・輸送

用機械 

精密機械  国内計 

１１年 １期 

    ２ 

    ３ 

    ４ 

１２年 １期 

    ２ 

    ３ 

    ４ 

１３年 １期   

 －３２ 

 －３４ 

 －１４ 

   ８ 

   ９ 

  ５３ 

  ６５ 

  ６１ 

  ２９ 

 －４８ 

 －２０ 

    ６ 

   ６５ 

   ８６ 

   ７９ 

   ９０ 

   ７７ 

   ２７ 

 －３４ 

 －４４ 

 －２７ 

 －１６ 

   ２ 

  ４０ 

  １７ 

  ４８ 

  １５ 

 －４０ 

 －４４ 

 －４０ 

 －４９ 

 －４１ 

 １３ 

 ３６ 

  １２４ 

  １２４ 

 －４０ 

 ３４ 

 ５４ 

  １７１ 

  ２０２ 

  １６０ 

  １０５ 

   ６１ 

   ３２ 

  －３２ 

  －３２ 

  －１５ 

    ５ 

   １８ 

   ５４ 

   ５０ 

   ５６ 

   １２ 

１１年 １月 

    ２ 

    ３ 

    ４ 

    ５ 

    ６  

    ７ 

    ８ 

    ９ 

   １０ 

   １１ 

   １２ 

１２年 １月 

    ２ 

    ３ 

    ４ 

    ５ 

    ６  

    ７ 

    ８ 

    ９ 

   １０ 

   １１ 

   １２ 

１３年 １月 

    ２ 

    ３ 

    ４ 

－３６ 

－２９ 

－３１ 

－３９ 

－３６ 

－２６ 

－２７ 

－１７ 

  ５ 

 １２ 

  ４ 

  ８ 

 －１ 

  ４ 

 ２２ 

 ４６ 

 ５５ 

 ５７ 

 ７０ 

 ７９ 

 ４９ 

 ７５ 

 ４９ 

 ６０ 

 ６０ 

 ２６ 

 １０ 

  ５ 

－６２ 

－４５ 

－３４ 

－１２ 

－３６ 

 －７ 

－２０ 

 －８ 

  ５４ 

 ５３ 

 ５６ 

 ８６ 

  １３６ 

   ６７ 

   ７１ 

   ９５ 

   ７５ 

   ６８ 

  ２０６ 

   ７１ 

   ３４ 

   ７１ 

  １１０ 

   ５５ 

   ４３ 

   ３０ 

    ９ 

    ８ 

－４０ 

－３４ 

－２６ 

－３２ 

－４７ 

－５１ 

－４１ 

  ７ 

－３８ 

  ２ 

－３２ 

－１３ 

  ９ 

  ９ 

－１２ 

２２ 

４７ 

５３ 

２８ 

 －４ 

３１ 

３６ 

５５ 

５５ 

 －５ 

１１ 

４０ 

 ４ 

 －１７ 

 －７１ 

 －３０ 

 －３５ 

 －４６ 

 －４６ 

 －４６ 

 －１６ 

 －５３ 

   １６ 

 －７２ 

 －５７ 

 －６０ 

  －２ 

 －３６ 

 １５ 

－８ 

 ３０ 

  １０６ 

  －３ 

 ２６ 

 ８６ 

  １７６ 

  １３４ 

  １１９ 

  ２１６ 

   ７３ 

  １４６ 

 －２９ 

 －６０ 

  －６ 

 －４９ 

 ４１ 

   ２１ 

  －８ 

 ７５ 

  １３６ 

  ２０１ 

  ２１６ 

  ２１７ 

  ２９８ 

  １２９ 

  ２４３ 

  １５０ 

  １７０ 

  １６３ 

  １６２ 

  １０７ 

   ６６ 

   ７６ 

   ３７ 

   ７４ 

   ７７ 

   １５ 

   １５ 

  －３７ 

 －３７ 

 －３２ 

 －２８ 

 －３０ 

 －３５ 

 －３１ 

 －３０ 

  －６ 

  －７ 

   １６ 

  －６ 

   ８ 

  １４ 

  ２２ 

  １９ 

  ４７ 

  ５８ 

  ５７ 

  ７０ 

  ４７ 

  ３７ 

  ５９ 

  ５６ 

  ５５ 

  ２５ 

  １０ 

   ２ 

 －６ 

（備考）日本工作機械工業会「工作機械受注状況」 
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３．２ 機械受注の先行指標というのは誤り 

  －景気の谷では機械受注よりも回復が遅れる。しかし、景気の山では先行指標－ 

 

 工作機械は機械を作るマザ－マシンという性格に加えて、一台当たりの受注金額が小さいことから景気

の動きに敏感で、機械受注に先行するということから「機械受注の先行指標」と言われることがある。これ

は、産業機械などの機械を作る際にまず最初に工作機械で加工することが必要であるためにこのように

言われるようになったものと思うが、理屈としてはともかく、実態面からするとその言い方は誤りである。そ

のところを説明しよう。 

 各工場で工作機械の設備が月々の機械の製作をするのに適正水準にあったとする。ここで生産する機

械の需要が強くなりかけたとしよう。この場合、増加した機械の需要に対応するために工作機械の受注が

先に出てくる。なぜなら、機械を加工するための機械である工作機械が不足しており、工作機械を導入し

ないと機械の生産が間に合わないからである。このケ－スでは、工作機械は機械受注の先行指標というこ

とになる。 

 しかし、このようなケ－スは一般的ではなくごく希である。景気の回復局面では工作機械の受注が機械

受注の受注よりも早く動くことは見られない。景気の回復局面においては機械の注文が出て来ても、それ

を加工するための設備としての工作機械が余っているのが普通の状態である。既存の工作機械設備で

機械の受注増に十分対応でき、新規の工作機械の注文は出てこない。このことから、景気の回復局面で

は工作機械の受注が機械受注の先行指標ということはありえない。むしろ機械の受注が先に出て来て、

受注の盛り上がりが他の機械の受注よりも遅いのが普通であるから、機械受注よりも回復は遅れがちであ

る。 

 しかしながら景気が良くなると機械の受注が更に増えるため既存の工作機械のみでは対応が十分でな

くなり、新たな工作機械が多く必要とされるようになる。この段階で受注は加速度的に増加する。ここでは

正に加速度原理が働いて、受注の増加に対応して工作機械の投資は加速度的に増える。即ち、このよう

になるとメ－カ－側の工作機械の受注が加速度的に増えるのである。 

 次に景気の後退の局面を見てみよう。この局面では工作機械は工場内に十分備わっているので、機械

の受注の伸びが落ち始めると、加速度原理が逆方向に効き、まだ機械の受注が伸びているにもかかわら

ず工作機械の受注は減り始める。そして、機械の受注が横這いとなり減り始めると更新投資を除いて工作

機械の発注は控えられるようになる結果、工作機械の受注は大きく減少する。その意味では、工作機械

の受注は機械の受注の増減に対応しているのであって、機械の受注の伸びが小さくなる時点で減り始め、

受注が落ち込むと急減する。そのために、景気の山においては明らかに機械受注の先行指標であるとい

える。「工作機械の受注は機械受注の先行指標」と一般には景気の谷について言われており、この点は

明らかに間違っている。 

             第２０表   工作機械、機械受注と景気の「山」と「谷」 

    工作機械受注 機械受注（船舶・電力 

を除く民需） 

  谷   １９８７年 １～ ３月    １９８６年１０～１２月 

  山   １９９０年 ７～ ９月    １９９０年１０～１２月 

  谷   １９９３年１０～１２月    １９９３年１０～１２月 

  山   １９９７年 ４～ ６月    １９９６年１０～１２月 

  谷   １９９９年 ４～ ６月    １９９９年 ４～ ６月 

   （備考）工作機械受注と機械受注（船舶・電力を除く民需）の「山」と「谷」は筆者が判断。 
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３．３ 民間設備投資よりも先行する 

  －景気の山では落ち込みがかなり早い－ 

 

 以上のことから、工作機械の受注は機械受注よりも景気の回復時点では遅く立ち上がり、景気の後退局

面では機械受注よりも早く落ち込むことが分かった。それでは民間設備投資に対してはどのような動きを

見せるのであろうか。それを見たのが第２１表である。機械受注は民間設備投資の先行指標であるから、

景気の山においては機械受注よりも早く落ち込む工作機械の受注は景気の後退局面では民間設備投

資よりもかなり早く落ち込むことは容易に分かる。この意味では、いわゆる民間設備投資に対する先行指

標となっている。実際、景気の山では、１年近く民間設備投資に先行していることが読み取れる。これに対

して、景気の谷では工作機械の受注の回復が遅れる。ただその場合にも、工事ベ－スである民間設備投

資の回復よりも早くなるのが普通である。 

 

           第２１表   工作機械と民間設備投資の「山」と「谷」 

     工作機械受注      民間設備投資 

   （ＧＤＰベ－ス、名目） 

  谷    １９８７年 １～ ３月     １９８６年 ７～ ９月 

  山    １９９０年 ７～ ９月     １９９１年 ７～ ９月 

  谷    １９９３年１０～１２月     １９９４年１０～１２月 

  山    １９９７年 ４～ ６月     １９９８年 １～ ３月 

  谷    １９９９年 ４～ ６月     １９９９年 ７～ ９月 

          （備考）工作機械受注と民間設備投資の「山」と「谷」は筆者が判断。 

 

３．４ 景気によって数値の読み方が違う 

   －景気の悪いパタ－ンに移りつつある－ 

 

 機械受注のところでも見たように、受注品の受注高は景気の良い時と悪い時とでは、期末月と期首月の

前年同月比や前月比の増減率の現われ方が通常月とは違う。このことは工作機械の受注についても当

てはまる。 

第２２表は工作機械の内需の前年同月比増減率の動きをみたものである。業界統計は、前月比ではな

く前年同月比でみるのが普通である。景気の良い時は受注が期首月から順調に計上されるので、期末月

の３月や９月には受注計画を達成するために頑張って契約して受注計上する必要はない。受注額が周り

の月に比べてそれ程伸びることがないことから、前年同月比増減率はそれほど大きな値とはならない。反

対に期首月の４月、１０月は前期末の３月や９月に比べて通常は大きく落ち込むのが普通であるが、景気

の良い時は期首月から受注が好調なため、受注は期末月に比べてもそれ程落ち込まない。そのために、

前年同月比増減率は高い値となる。 
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     第２２表 工作機械の受注（内需）                （前年同月比増減率、％） 

  ８年度  ９年度 １０年度 １１年度 １２年度 １３年度 

 ４月 

 ５ 

 ６ 

 ７ 

 ８ 

 ９ 

１０ 

１１ 

１２ 

 １ 

 ２ 

 ３ 

 １９ 

 ３０ 

 ２２ 

 ３６ 

 ３３ 

 ２７ 

 ２０ 

 ２３ 

 １７ 

 ２４ 

 １９ 

 ２２ 

  ２６ 

  ３７ 

  ４２ 

  ２５ 

  ２１ 

  ２０ 

  ２５ 

  １８ 

  １９ 

   ５ 

－５ 

－９ 

 －２４ 

 －３１ 

 －３０ 

 －３２ 

 －３８ 

 －３５ 

 －５０ 

 －３５ 

 －４５ 

 －３７ 

 －３２ 

 －２６ 

 －３０ 

 －３５ 

 －３１ 

 －３０ 

  －６ 

  －７ 

  １６ 

 －６ 

   ８ 

  １４ 

  ２２ 

  １９ 

  ４７ 

  ５８ 

  ５７ 

  ７０ 

  ４７ 

  ３７ 

  ５９ 

  ５６ 

  ５５ 

  ２５ 

  １０ 

   ２ 

 －７ 

  

 この表から景気の良い時のパタ－ンを取り出すと、１１年の１０月、１２年の３月、４月、１２年の９月、１０月

で、１３年に入ってからは、中小企業を中心とした企業マインドの低下から１３年４月は増減率がマイナスと

なり景気が悪い時のパタ－ンを示している。なお、１３年３月は前年同月比の伸びが小さくなっている。こ

れは景気の良いときのパタ－ンではなく、１月以降受注の伸びが急低下しているなか、頑張って受注を上

げようとしたが３月に思ったほど受注できず、前年同月比の伸びが小さくなるという需要の急激な落ち込

みに伴ない生じたものである。景気が悪くなりこのようになったのである。先程説明した機械受注は、１３年

４月は前年同月比が１０．５％増と景気の良い時のパタ－ンとなっており、このことから工作機械の受注の

景気の山における落ち込みの速さを確認することが出来る。 

 次に景気の悪い時のパタ－ンを説明しよう。通常月には余り受注が取れないから期末月に頑張って受

注活動をして客先と契約して受注計上する。このために３月、９月には比較的受注が伸びるので、周りの

月よりも前年同月比のマイナスが小さくなる（通常、景気の悪い時には前年同月比はマイナスである）。一

方、期首月については、もともと受注が少ないうえに期末月の反動で余り受注が出来なくなるから前年同

月比のマイナスが大きくなる。このような景気の悪い時のパタ－ンの月を探すと、１０年の３月、４月、１０年

の９月、１０月、１１年の３月、４月、そして１３年の４月ということになる。 
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４． 鉱工業指数の読み方 

 

 鉱工業指数の中で民間設備投資に関連のある指数は、資本財の生産と出荷並びに一般機械の生産、

出荷である。一般的には、資本財出荷は機械投資の一致指標と言われ、機械投資とほぼ同時に動くとみ

られている。資本財の出荷指数は、機械の出荷の時点をとらえたものであるから、その後に工場で機械の

据付をして初めて民間設備投資として計上される。しかしその間のタイムラグはわずかで、理屈からも実

態からも機械投資の一致指標といってもおかしくないが、建物を含む民間設備投資に対しては先行する

指標であると言える。 

 業種別の生産指数のうち民間設備投資関連の指標として一般機械の生産、出荷がある。これは内容的

には資本財がほとんどを占めている。しかし大物の受注品が多く、生産指数では完成ベ－スで計上され

ることが多い。そのためかなり指数が振れる。上昇傾向にあるのか、低下傾向にあるのか、それがこの指

数を極めて読みづらいものにしている。これは、産業実態を知らないと、正確には読みこなせない指標で

ある。 

 実際の数値をみると、一般機械の生産は、１２年の１０～１２月がピ－クで、１３年１～３月は前年同月比

で伸び率が低下したようにみえる。しかし、実際には景気とほとんど関係のないボイラ・原動機の反動減に

よるところがかなり大きい。実態は数値ほどには悪くはなかったと言えよう。出荷指数も同じで、大物受注

工事が出荷されると指数が大きく振れるることになるので読みづらい。 

 

４．１ 資本財生産・出荷の読み方 

 －資本財の生産・出荷は１２年１０～１２月期がピ－ク。１３年１～３月期は見かけ程悪くはない－ 

 

鉱工業生産指数の特殊分類の中の資本財生産・出荷は、民間設備投資に関連する指標である。特殊

分類の構成を説明すると、生産活動に再投入されるものを「生産財」、最終需要に向けられるものを「最終

需要財」としている（第２３表）。最終需要財は資本形成に向けられる「投資財」と家計で消費される「消費

財」に分類される。このうち投資財については、設備投資に向けられる「資本財」と建設活動に向けられる

「建設財」とに、また消費財については耐久消費財と非耐久消費財とに分けられている。一方、生産財に

ついては、鉱工業の生産活動に再投入される「鉱工業用生産財」と他産業の生産活動に再投入される

「その他用生産財」に分類される。 

 

        第２３表   特殊分類 

資本財 投資財 

建設財 

耐久消費財 

 

 

最終需要財 消費財 

非耐久消費財 

鉱工業用生産財 

 

 

 

鉱工業 

生産財 

その他用生産財 

 

 

次に、設備投資と関係のある資本財のウエイトについて見てみよう（第２４表）。 
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        第２４表  資本財のウエイト 

     生産     出荷 

最終需要財 

 投資財 

  資本財 

   製造設備用 

   電力用 

   通信・放送用 

   農業用 

   建設用 

   輸送用 

   事務用 

   その他の資本財 

  建設財 

 消費財 

  耐久消費財 

  非耐久消費財 

   ５,３６８．１ 

   ２,６６９．４ 

   １,７６６．３ 

    ５０６．１ 

    １６６．２ 

     ８０．８ 

     ５４．５ 

    １２２．９ 

    ３７１．０ 

    ３００．６ 

    １６４．２ 

    ９０３．１ 

   ２,６９８．７ 

    ９３３．２ 

   １,７６５．５ 

  ５,４９０．３ 

  ２,６８６．６ 

  １,８５４．９ 

   ４２８．８ 

   １４５．８ 

    ８９．２ 

    ４９．１ 

   １２６．１ 

   ４５７．１ 

   ４１５．０ 

   １４３．８ 

   ８３１．７ 

  ２,８０３．７ 

  １,２５５．７ 

  １,５４８．０ 

生産財 

 鉱工業用生産財 

 その他用生産財 

   ４,６３１．９ 

   ４,５１６．７ 

    １１５．２ 

  ４,５０９．７ 

  ４,３７１．９ 

   １３７．８ 

合計   １０,０００．０  １０,０００．０ 

         （備考）１．経済産業省「生産・出荷・在庫指数速報」より作成 

              ２．生産は付加価値ウエイト 

 

まず、生産指数では投資財のウエイトが２６．７％で、そのうち資本財が１７．７％、建設財は 9.0％となっ

ている。資本財の中では、機械装置など製造設備用が多く、ついでトラック、フォ－クリフトなどの輸送用、

コンピュ－タ－などの事務用の構成比が高くなっている。 

 資本財の生産と出荷の動きを見ることにしよう（第２５表）。まず、資本財の生産は１２年１０～１２月期に

前年同期比で１１．８％と高い伸びを見せたが、１３年１～３月期に入ると３．７％と伸びが低下している。こ

れは、一般機械のボイラ・原動機の生産が前年の水準が高かったために前年同期比で大きく落ち込んだ

ことが効いているが、これは正に反動減であり、生産が落ち込んだ訳ではなく景気とはほとんど関係がな

い。ボイラ・原動機は受注からかなり遅れて生産指数に計上されてくるうえ、大物工事が計上されると大き

く伸びる。逆に前年に大物工事があるような場合には大きく落ち込むことになる。この傾向は出荷につい

ても同じである。１３年１～３月期の出荷の低い伸び、１３年３月のマイナスの伸びについてはボイラ・原動

機が引き下げたことろがかなりある。生産、出荷とも見かけ程は悪くないと言える。 
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   第２５表 鉱工業生産指数・出荷指数（資本財） （前年同期比増減率、％） 

   資本財生産   資本財出荷 

  １２年 １期 

      ２  

      ３  

      ４ 

  １３年 １期 

      ６．８ 

      ６．７ 

      ５．０ 

     １１．８ 

      ３．７ 

       ５．３ 

       ９．４ 

       ７．５ 

      １０．２ 

       １．６ 

  １２年 １月 

      ２ 

      ３  

      ４ 

      ５ 

      ６ 

      ７ 

      ８ 

      ９ 

     １０ 

     １１ 

     １２ 

 １３年 １月 

      ２ 

      ３ 

      ４ 

      ８．３ 

     １１．０ 

      ３．１ 

      ７．３ 

      ４．６ 

      ８．１ 

     －０．２ 

      １２．０ 

       ４．０ 

      １０．３ 

      １３．４ 

      １１．７ 

       ６．１ 

       ２．３ 

       ３．４ 

       １．４ 

       ６．４ 

       ６．６ 

       ４．０ 

      １１．６ 

       ５．９ 

      １０．３ 

       ２．７ 

      １４．５ 

       ６．２ 

      １２．４ 

       ６．５ 

      １１．８ 

       ４．６ 

       ３．１ 

      －０．６ 

       ０．３ 

        （備考）経済産業省「生産・出荷・在庫指数速報」より作成 

  

 生産指数は基本的に機械の完成ベ－スでの指標である。大物受注工事である水管ボイラ、一般蒸気タ

－ビン、圧延機械、一般用タ－ビン発電機などは完成時点で計上すると指数自体が大きく振れ、そもそも

生産の実態を反映していないことになるので、これらについては進ちょく量ベ－スで計上している。しかし

ながら進ちょく量対象工事であっても、基準容量以下のものは完成ベ－スで入るので１～３月期のように

大きく振れてしまう。これに対して、出荷指数は、機械が完成してユ－ザ－に向けて出荷した時点の指数

であるため、大物工事が出荷されればそれがそのまま出荷指数に反映されることになる。このため指数自

体が生産指数よりも大きく振れてしまう。 

 

４．２ 資本財生産・出荷と民間設備投資の読み方 

  －民間設備投資の動きに先行する－ 

 

 資本財生産・出荷と民間設備投資とでは、当然の事ながら資本財生産・出荷が民間設備投資に少し先

行する。ここで、この両者の関係を理解するために、実際に設備投資が受注されてから、生産、据付とど

のように投資が実施されるかを、機械設備をその例としてその過程を見ることにしよう（第２６表）。 
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        第２６表 設備投資の計上まで（機械設備） 

① 機械の発注（メ－カ－にとっては機械受注） 

② 機械の製作（進捗ベ－ス） 

③ 機械の完成（完成ベ－ス） 

④ 機械の出荷 

⑤ ユ－ザ－の工場での据付（民間設備投資として計上） 

⑥ 機械の稼動 

 

  資本財の生産指数は②及び③の段階を示している。基本的には③の段階のものだが、ボイラ、タ－ビ

ン等進ちょく量対象工事については②の製作の段階で把握している。一方、民間設備投資は⑤の段階

で把握される。このため資本財生産は民間設備投資に対して必ず先行することになる。第２７表からも分

かるように、資本財生産は民間設備投資に対してすべての山と谷において先行している。ただし、民間設

備投資には工場やビルなどの建物が入っており、これらは民間設備投資への計上までに時間が掛かるこ

とを指摘しておこう。 

 一方、資本財の出荷は④の段階であり、資本財の生産に対して若干遅れると思われるが、民間設備投

資に先行する。生産との関係は第２７表でみるように、資本財の生産と山谷は同じ時期となっており余りラ

グがないものと思われる。 

 要するに、資本財の生産・出荷は機械投資の動きを把握することが出来るため、これから機械の投資が

動きだしたのか、投資がどのくらい強くなったのかをかなり明瞭に把握出来るものと思われる。 

 

   第２７表 資本財生産・出荷指数（資本財）と民間設備投資の「山」と「谷」 

   鉱工業生産指数・ 

  資本財 

   鉱工業出荷指数・ 

   資本財 

   民間設備投資 

 （ＧＤＰベ－ス、名目）  

  山   １９９１年 １～ ３月   １９９１年 １～ ３月    １９９１年 ７～ ９月 

  谷   １９９３年１０～１２月   １９９３年１０～１２月    １９９４年１０～１２月 

  山   １９９７年 １～ ３月   １９９７年 １～ ３月    １９９８年 １～ ３月 

  谷   １９９９年 ４～ ６月   １９９９年 ４～ ６月    １９９９年 ７～ ９月 

   （備考）資本財生産・出荷指数、民間設備投資の「山」と「谷」は筆者が判断。 

 

４．３ 一般機械の生産・出荷 

   －大物受注工事により指数が大きく振れる－ 

 

 業種別の指数である一般機械は、一部に生産財や建設財も含まれるものの、内容的にはそのほとんど

が資本財の品目である。一般機械の生産は、受注品がほとんどで見込品は少ない。受注品といっても一

般機械の中には受注から納期までの期間が長い受注工事が多く、進ちょく量調査の対象となっていて生

産ベ－スで計上している水管ボイラ、一般用蒸気タ－ビン、圧延機械がある。これら対象品目の基準容

量以下の受注工事の中にも大きな受注工事があり、更には進ちょく量調査以外の品目のなかにも印刷機

械、製紙機械などかなりの大物工事がある。これらが完成ベ－スで生産指数に計上されることから、指数

自体が大きく振れることになる。１３年１～３月期の一般機械の生産は前年同期比で伸び率が見かけ上は

大きく落ちこんだように見える。しかしこれをよく調べてみると、ボイラ・原動機が前年に大物工事の計上が
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あったために大きく落ち込んだに過ぎない。実際の数値ほど実態は悪くなかったと言える。 

 このように、一般機械の生産は生産指数という名称でありながら、生産の実態をあらわしていないところ

に大きな問題を抱えている。生産の実態からすれば、一般機械の生産は月別に大きく振れるようなもので

はなく、むしろなめらかな動きを示すものと思われる。生産が好調なときは、良い数字が出るので問題はな

いが、生産に勢いがなくなる時は完成ベ－スによる指数としての特徴が強く出ることがある。今回の１３年

１～３月期のような場合には、生産の実態や民間設備投資の勢いをつかみづらいものとなってしまうことが

ある。 

一方、出荷指数は完成した後の段階のもので、進ちょく量対象工事がない分だけ生産指数以上に大き

く振れることになる。この出荷指数は、正に民間設備投資の直前の段階のものであるから、民間設備投資

の動きを良く表す。その動きをみると資本財と同様好調に推移してきており、民間設備投資の好調を強く

裏付けている。ここにきて、１３年３月でマイナスとなったが、このマイナスはボイラ・原動機の反動減による

ものがほとんどで景気とはほとんど関係がない。１３年４月もマイナスとなっており、ボイラ・原動機や化学

機械が大きく数値を下げている。しかしながら、１３年３月、４月とボイラ・原動機の反動減はあるものの、一

時の勢いはなくなっているのは事実である。 

 

       第２８表  一般機械の生産・出荷     （前年同期比増減率、％） 

  一般機械の生産  一般機械の出荷 

   １２年１期 

       ２ 

       ３ 

       ４ 

   １３年１期 

      ７．９ 

     １０．３ 

      ９．６ 

     １１．５ 

      ３．５ 

       ９．９ 

      １０．７ 

       ９．２ 

       ７．０ 

       ０．６ 

    １２年１月 

        ２ 

        ３ 

        ４ 

        ５ 

        ６ 

        ７ 

        ８ 

        ９ 

       １０ 

       １１ 

       １２ 

    １３年 1 月 

        ２ 

        ３ 

        ４ 

      ７．４ 

     １２．６ 

      ４．７ 

     １１．０ 

      ８．０ 

     １１．６ 

      ４．４ 

     １４．３ 

     １０．４ 

     １０．０ 

     １２．６ 

     １２．０ 

      ６．０ 

      ３．３ 

      ２．０ 

    －３．１ 

       ８．０ 

      １３．４ 

       ８．６ 

      １４．４ 

       ６．６ 

      １０．６ 

       ５．７ 

      １４．０ 

       ８．３ 

       ７．４ 

       ３．４ 

      １０．１ 

       ７．２ 

       ４．６ 

     －６．１ 

     －４．６ 
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５． 民間設備投資関連指標と景気との関係 

 

 機械受注、工作機械・産業機械の受注、資本財の生産・出荷指数などこれまでにみてきた民間設備投

資に関連がある指標と景気との関連をここで整理しておくことにしよう。 

 景気の谷においては、機械受注と資本財の生産・出荷指数は景気に対して一致指標で、工作機械と産

業機械の受注は遅れて回復するので景気に対して遅行指標である。一方、景気の山においては、工作

機械の受注と機械受注は景気に対して先行指標であり、資本財生産・出荷指数は景気に対して一致指

標、産業機械の受注は景気よりも遅れて落ち込むので景気に対して遅行指標と言える。 

 

５．１ 機械受注と景気 

  －景気の谷では一致指標、山では先行指標－ 

  

 機械受注（船舶・電力を除く民需）は景気の谷においては景気の一致指標であり、景気の山においては

景気の先行指標である。なお、内閣府の「景気動向指数」では「実質機械受注（船舶・電力を除く民需）」

は先行系列に入っている。 

 最近では、機械受注（船舶・電力を除く民需）に占める電子・通信機械のウエイトが約６割と高くなってい

るが、この機種は景気よりも早く立ち上がり、景気を押し上げる効果を持つ。このために、機械受注（船舶・

電力を除く民需）全体としてみれば景気の谷においては景気よりも早くたちあがってもおかしくない状況

にあるといえるが、景気の谷においては景気の一致指標である。一方、景気の山においては、景気のピ

－クに近づくと生産や受注が伸びなくなり景気の山が近づくのが分かる。このためユーザーは、新たな設

備は必要ないとして、投資を控え、機械の受注は減少するようになる。景気の山においては機械受注（船

舶・電力を除く民需）は必ず景気に先行するため、景気に対して先行指標である。 

 

          第２９表   機械受注と景気の「山」と「谷」 

 機械受注（船舶・電力を除く民需）        景 気 

  谷 １９８６年１０～１２月 １９８６年１０～１２月 

  山 １９９０年１０～１２月      １９９１年 １～ ３月 

  谷 １９９３年１０～１２月 １９９３年１０～１２月 

  山 １９９６年１０～１２月      １９９７年 １～ ３月 

  谷       １９９９年 ４～ ６月      １９９９年 ４～ ６月 

        （備考）機械受注（船舶・電力を除く民需）の「山」と「谷」は筆者が判断。 

 

５．２ 工作機械受注と景気 

－景気の谷では遅行指標、山では先行指標－ 

  

 機械受注と異なり、工作機械の受注は景気の谷においては景気に対して遅行指標となる。景気が良く

なり生産が回復しても、その段階では設備としての工作機械は余っている。景気が回復して設備が不足

するような状態にならないと工作機械の受注は回復せず、景気の回復に対して遅れる傾向にある。機械

受注との関連においても、景気の回復局面では工作機械が余っており、機械などの受注が増えて生産

水準が上がらないと工作機械の受注は出てこない。このために機械受注の回復よりも遅れがちであり、工
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作機械の受注は機械受注の先行指標ではあり得ない。景気の山では、景気に先行して落ち込み始める。

大型景気の時はこれらの動きが特にはっきりする。 

 

             第３０表   工作機械の受注と景気の「山」と「谷」 

 工作機械受注 景気 

  谷 １９８７年 １～ ３月 １９８６年１０～１２月 

  山 １９９０年 ７～ ９月 １９９１年 １～ ３月 

  谷 １９９３年１０～１２月 １９９３年１０～１２月 

  山 １９９７年 ４～ ６月 １９９７年 １～ ３月 

  谷 １９９９年 ４～ ６月 １９９９年 ４～ ６月 

            （備考）工作機械受注の「山」と「谷」は筆者が判断。 

 

５．３ 産業機械受注と景気 

  －景気の谷では遅行指標。景気の山でも遅れ勝ち－ 

 

 産業機械の受注は、製造業向けの受注は比較的早く回復する。しかし、非製造業向けの受注は非製造

業向け受注全体の 3 分の２を占める電力業向けが電力業の投資抑制のため低迷していることから回復感

に乏しい。その結果、産業機械全体の受注の回復は遅いものになっている。ところで、産業機械の受注

の山谷については、ボイラ、タ－ビン、化学プラントなど 1 件当たりの受注額の大きなものが含まれるため

受注金額が大きく振れる。このため実際のところ山谷の判定が難しい。 

 そこで、景気に敏感な製造業の動きを見ることにしよう。製造業は、１１年１０～１２月期に前年同月比で

プラスに転じた。産業機械の受注額は大物受注工事の計上に大きく左右されるので、実数からの山谷の

判定がとても難しい。それなら、季節調整をすればよいというようなものでもない。なぜなら、季節パタ－ン

によるものだけが変動の大きな要因ではないからである。期末月でもないのに期中に大物受注工事が計

上されたりするので動きが不規則となる。そのために前年同月比でみるのが一番自然であると思われる。

１１年１０～１２月期において前年同期比でにプラスに転じているので、実数からみた製造業の受注の谷

は１０～１２月期よりも若干前のところにあるものと思われる。その点では、製造業の受注の回復時期は景

気とほぼ同じ時期であったということになる。 

 産業機械の受注の回復時期と景気との関係については次のように考えれば良いのではないだろうか。

景気回復の初期には、既存の設備で増加する生産に十分対応できるため産業機械の受注はなかなか出

てこない。射出成形機は情報化の後押しにより一番早く伸びてきたが、他の機種の動きは鈍かった。一般

的にいって景気がかなり良くなってからでないと大型の産業機械の受注、言い換えれば大型の能力増強

投資は動き出さない。景気が良くなり、需要が出て来てユ－ザ－の生産が上昇し、収益が改善するように

なってくると、まず更新投資が始まり、次いでようやく能力増強投資が出てくるようになり、受注が大きく伸

びる。景気がかなり良くならないと産業機械の受注は本格化しないので、産業機械は景気の動きに鈍感

であるといえる。これは、同じく資本財でも、電子・通信機械のように景気よりも早く回復する機種とは大き

く異なる。このように考えてくると、産業機械の回復時期は景気の回復よりも普通は遅いということになり、

景気の谷に対して遅行指標である。 

 一方、景気の山においては、産業機械は大型機械が多いことが動きを大きく左右する。これら大型機械

は設備導入の計画から設備の発注までにはかなりの時間がかかる。このため発注自体が景気の動きに
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対して遅れ勝ちで、景気が落ち込みかけてもなかなか受注は落ちない傾向がある。景気に対しては鈍感

である。そして、設備がようやく完成し、稼働する頃には景気がかなり悪くなっていることもよくあり、その場

合、企業は遊休設備を抱えることになる。このようにして、次の景気回復時期まで余剰設備を抱えた状況

が続くことになるのである。次の景気の回復時期がきても容易に受注が回復しないことがあり、景気の山

に対しては遅れ勝ちであると言える。 

 

５．４ 資本財生産・出荷と景気 

  －景気の谷、山に対して一致指標－ 

 

 資本財の生産・出荷と景気との関連を見ることにしよう。資本財の生産・出荷と景気とは景気の山、谷に

おいても正に一致した動きをみせており、資本財の生産・出荷は景気の一致指標であるといえよう（第３１、

３２表）。実際、内閣府の「景気動向指数」では「投資財出荷指数（除く輸送機械）」は一致系列に含まれ

ている。 

 資本財の出荷はかっては景気の谷において、不況からの立ち上がりが遅いため、景気の遅行指標とみ

られていたが、現在では立ち上がりの早い電子・通信機械の資本財の生産・出荷に占めるウエイトが大き

く、景気と同じ時期に立ち上がるようになった。 

 一方、景気の山においては、機械受注は景気よりも早く落ち込む。しかしそれは、資本財の生産・出荷

は機械受注よりも機械を生産する期間だけ計上時期が遅れることになるから、結果的には景気とほぼ同じ

時期に落ち込みはじめるようになっている。 

 

           第３１表   生産指数・資本財と景気の「山」と「谷」 

 鉱工業生産指数・資本財       景 気 

  山    １９９１年 １～ ３月    １９９１年 １～ ３月 

  谷    １９９３年１０～１２月    １９９３年１０～１２月 

  山    １９９７年 １～ ３月    １９９７年 １～ ３月 

  谷    １９９９年 ４～ ６月    １９９９年 ４～ ６月 

           （備考）鉱工業生産指数・資本財の「山」と「谷」は筆者が判断。 

 

        第３２表   出荷指数・資本財と景気の「山」と「谷」 

  鉱工業出荷指数・資本財        景 気 

  山    １９９１年 １～ ３月    １９９１年 １～ ３月 

  谷    １９９３年１０～１２月    １９９３年１０～１２月 

  山    １９９７年 １～ ３月    １９９７年 １～ ３月 

  谷    １９９９年 ４～ ６月    １９９９年 ４～ ６月 

        （備考）鉱工業出荷指数・資本財の「山」と「谷」は筆者が判断。 
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６． 設備投資アンケ－ト調査の読み方 

 

 ２月調査の設備投資アンケ－ト調査結果が３月には発表され、３月末と調査時期の遅い経済産業省の

アンケ－ト結果も６月末には公表され、各機関のアンケ－ト調査の結果が全て出揃った。設備投資アンケ

－トもその読み方は結構難しく、注意深く読まなければならない。 

 

６．１ アンケ－ト調査は工事ベ－ス 

  －ＧＤＰの民間設備投資は進捗ベ－ス－ 

 

 エコノミストと話をしていて、設備投資について受注品の受注から設備投資の実績の計上までの時間的

なラグの存在に気が付いていないエコノミストが結構いることに気が付く。 

 実際のところ「電力向けのボイラ・タ－ビン・発電機の受注が落ちているのに設備投資アンケ－ト調査で

は電力業の設備投資の数値が前年度に比べてなぜ増加しているのですか」といったような質問が良く発

せられる。 

 設備投資アンケ－ト調査は工事ベ－スであり、受注した機械などが工場で製作され、発電所の建物に

据付られて始めて設備投資の実績に繋がるのである。現在は受注が落ちていても、受注が好調であった

ときの受注工事が工場で製作され、現地で据付され設備投資に計上されているから設備投資の実績は

増加しているのである。彼らはその辺りのことに気がついていないのである。 

 あとで第３５表のところで詳述するように、業種別の設備投資の動向が工事ベ－スである点には注意を

要する。例えば、機械の受注が良くなってきてもその年には設備投資として計上されずにかなりの部分が

翌年度に計上されることがある。反対に、機械の受注が伸びなくなっても前年度以前に受注した工事が

遅れて設備投資に計上されるようになると設備投資は伸びることになる。これは要するに、機械の受注か

ら設備投資として計上されるまでの間にラグがあるためで、建設受注についてもこれと同じようなことが言

える。この辺りを注意して読まなければならない。 

 ＧＤＰベ－スの民間設備投資は進捗ベ－スで把握される。これは工事ベ－スと同じことで、受注から遅

れて実績として計上されてくる。そのために、景気が山を越えて後退している時に民間設備投資がピ－ク

をつけるのが普通であるし、景気の谷においては、景気よりも遅れて回復してくる。内閣府は「景気動向

指数」には「実質法人企業設備投資（全産業）」が遅行系列として入っているが、法人企業設備投資は法

人企業統計季報のデ－タに含まれており、ＧＤＰベ－スの民間設備投資を推計する際の基礎資料となっ

ている。 

 

６．２ ２月調査の数値は低い 

 

 第３３表と３４表は各機関の１２年度と１３年度の設備投資計画を纏めたものである。まず、１２年度計画

をみると、調査時点が遅い経済産業省を除いたところでは、昨年２月時点での計画が前年度比で▲２．３

～０．２％であったのに対して、１３年２月調査の実績見込は前年度比４．５～７．８％と大きく上方修正さ

れている。計画から実績に至る時点で大きく数字が動いた訳である。 

 しかしながら、１３年度については１３年２月調査の段階で▲７．６～▲４．８％と前年度を大きく下回る結

果となっている。動きが堅調な製造業がほほ横這いであるのに対して、非製造業に大規模投資が一段落

した業種が多いことから前年度を１割近くも下回っている。 
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 そこで１３年度について、第３５表により業種別の動きを見ることにしよう。この表は日本政策投資銀行の

１３年２月の調査結果である。製造業は、電気機械で電子部品の投資がピ－クを越えたことから減少して

いる。自動車が主体の輸送用機械は、新型車対応の投資が一服したことで減少するが、水準そのものは

高水準である。一方、一般機械は民間設備投資の堅調を反映して引き続き増加傾向にあり、情報化関連

の非鉄金属や生産が比較的好調な化学や紙・パルプも増加する。石油は流通や環境関連が増え、９年

ぶりに増加に転じた。 

 一方、非製造業では、通信が移動体通信の好調により横這いにとどまっているものの、設備投資の抑

制基調が続いている電力が減少に転じるほか、大規模の投資案件が一段落する不動産、運輸、レジャ－

で大きく低下する。 

 １３年度については、２月時点の見通し調査は低い数値が出た。しかし機械受注の動きや、資本財の生

産指数の動きからみてＧＤＰベ－スの民間設備投資は増加することが見込まれ、引続き日本経済を主導

するものと思われる。しかしながら見通しの出発点が低いために最終的にどのような形になるかが大きな

関心であると思われるが、過去の実績の推移をみることにしよう。 

 第３６表は日本政策投資銀行の設備投資アンケ－トによって、同一年度の計画の調査時点別の設備投

資の伸び率の推移を見たものである。１２年度は１３年２月調査の実績見通しで前年度比７．８％の伸びと

なったが、１年前の１２年２月時点での１２年度見通しは前年度比０．２％の伸びに止まっていた。そこで、

この数値が大きく上向いた背景について見てみよう。 

 まず第一に、２月の段階では、翌年度の設備投資計画が固まっていないために回答しない企業や「横

這い」と答える企業、或は数値を固めに報告する企業が多いために伸びが低く出る傾向がある。もう一つ

は、設備投資自体が上向き傾向にあったことである。調査時点において、機械受注の「船舶・電力を除く

民需」が１２年１～３月期で前年同期比で１１．７％増、資本財の生産をみても、１２年１～３月期は前年同

期比で６．８％も伸びており、１２年度は伸びる方向にあった。それなのになぜ投資環境の好転が数値に

反映されていないのかというと、調査時点ではその動きが企業にとって認識出来なかったことが一つ、もう

一つは、その動きをつかんでいても設備計画がまだ固まっていないために調査票の数値に正しく反映で

きなかったことがあげられる。平成３年度、７年度、８年度は低い数値から出発して伸びている。 

 毎年、出発時点の水準が低いからといって、必ずしもすべての年で実績が伸びているわけではない。平

成３年度、７年度、８年度については設備投資が伸びた年であったために実績が良くなったのである。平

成４年度については、設備投資が好調に推移した後であったので前年度横這いのあたりから出発したが、

投資自体が落ちたために実績はかなり前年度を下回った。 

 これから考えると、出発点の水準よりもその年が設備投資循環からみて伸びる年かどうかが大きなポイン

トであると考える。さらに、５年度、６年度、１０年度、１１年度のように、２月時点で前年度比がマイナス５％

前後の低い数値が出発点の時は、実績はそれ以上に悪くなっていることから分かるように好転は望めな

いようだ。しかし、いずれにせよ２月段階ではアンケ－トの性格上それ程強い数値は出ないものと思われ

る。 

 このように２月時点では低い数値が出る傾向にあるが、３月末時点で調査される経済産業省の設備投

資計画は高めの数値が出る。その時点では翌年度の投資計画が固まっているためである。昨年３月末に

おける１２年度計画は５．２％の伸びで、他の３つの機関とは異なり高めの数値となったが、結果は実績に

近い数値となった。 

 経済産業省の設備投資計画は、調査時点が遅いこと、計画が固まった段階での数値を取り込むことが

出来るので実態に近いものとなる。ちなみに、今年の３月末調査の１３年度計画では、他の調査機関がマ
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イナスであったのに対して２．９％とプラスになっており、中身をみると製造業が強く、非製造業が横這いと

実態にかなり近いように考えられる。このことから、１３年度の設備投資はプラスで、それ程弱くはないと言

えよう。 

   

 第３３表   １２年度の設備投資計画                    （前年度比伸び率、％） 

 日本経済新聞 日本政策投資銀行 日本興業銀行   経済産業省 

調査時点   １２．２．１     １２．２．１０  １２年２月下旬   １２．３．３１ 

全産業  （計画） 

       （実績） 

▲２．３ 

４．５ 

      ０．２ 

      ７．８ 

▲１．０ 

６．９ 

    ５．２ 

    ３．１ 

製造業  （計画） 

       （実績） 

０．５ 

９．６ 

    ０．３ 

     １８．０ 

▲１．３ 

 １０．１ 

    ６．６ 

    ９．７ 

非製造業（計画） 

       （実績） 

▲３．９ 

０．９ 

      ０．２ 

      ３．２ 

▲０．９ 

５．６ 

    ４．４ 

   ▲０．６ 

 （備考）実績は実績見込み 

 

 第３４表   １３年度の設備投資計画                   （前年度比伸び率、％） 

 日本経済新聞 日本政策投資銀行 日本興業銀行  経済産業省 

調査時点  １３．２．１    １３．２．１０ １３．2 月下旬   １３．３．３１ 

全産業  ▲４．８    ▲５．２   ▲７．６    ２．９ 

製造業  ▲１．９    ▲０．７   ▲１．１    ６．７ 

非製造業  ▲６．９    ▲７．４  ▲１０．２    ０．７ 
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 第３５表 平成１２・１３年度  主要業種別設備投資動向                   （％） 

      増減率        構成比  

  １２年度  １３年度  １２年度  １３年度 

全産業    ７．８   ▲５．２   １００．０   １００．０ 

製造業 

 食品 

 繊維 

 紙・パルプ 

 化学 

 石油 

 窯業・土石 

 鉄鋼 

 非鉄金属 

 一般機械 

 電気機械 

 精密機械 

 輸送用機械 

 その他の製造業 

  １８．０ 

▲３．６ 

▲７．８ 

 ３０．８ 

 １３．９ 

 ▲２５．１ 

   ４１．７ 

 ▲１５．７ 

 ６４．６ 

 １０．７ 

 ４２．９ 

 ５３．８ 

  ５．０ 

  ８．６ 

▲０．７ 

▲３．１ 

４．７ 

７．４ 

５．６ 

   １８．１ 

▲１．１ 

 ▲１２．２ 

 １５．９ 

  ４．７ 

▲３．１ 

 ▲１４．３ 

▲１．４ 

▲４．７ 

   ３３．５ 

 ２．２ 

 ０．３ 

 ０．９ 

 ４．２ 

   ０．４ 

   １．０ 

   １．６ 

 １．２ 

 ２．０ 

１１．１ 

 ０．７ 

 ５．６ 

    ２．３ 

   ３５．１ 

  ２．２ 

  ０．３ 

  １．０ 

  ４．６ 

    ０．５ 

    １．０ 

    １．５ 

  １．５ 

  ２．２ 

 １１．４ 

  ０．６ 

  ５．９ 

    ２．３ 

非製造業 

 建設 

 卸売・小売 

 不動産 

 運輸 

 電力・ガス 

 通信・情報 

 リ－ス 

 サ－ビス 

 その他の非製造

業 

   ３．２ 

▲６．２ 

５．３ 

２．０ 

５．１ 

２．８ 

４．２ 

２．２ 

３．０ 

 ▲１６．７ 

 ▲７．４ 

▲１３．９ 

▲３１．３ 

▲２９．１ 

▲１７．９ 

 ▲２．８ 

   ０．８ 

   ３．０ 

▲４１．５ 

  ３９．９ 

  ６６．５ 

 ０．７ 

 ５．２ 

 ４．０ 

 ７．７ 

  １７．０ 

  １４．３ 

  １５．６ 

 ２．０ 

  ０．１ 

   ６４．９ 

 ０．７ 

 ３．８ 

 ３．０ 

 ６．７ 

  １７．４ 

  １５．２ 

  １６．９ 

 １．２ 

   ０．２ 

  （備考）日本政策投資銀行「２０００・２００１年度 設備投資計画調査」 ２００１．３ 

 

     第３６表 設備投資調査時点別増減率（全産業）     （前年同期比増減率、％） 

   当年２月   当年８月   ２月見込   ８月実績 

平成３年度 

  ４ 

  ５ 

  ６ 

  ７ 

  ８ 

  ９ 

 １０ 

 １１ 

 １２ 

 １３ 

   ４．４ 

 －０．８ 

 －５．６ 

 －５．６ 

  ０．３ 

  ０．７ 

 －１．３ 

 －４．０ 

 －５．３ 

  ０．２ 

 －０．５ 

   １０．７ 

  －０．９ 

  －４．６ 

  －２．４ 

   ６．１ 

   ９．１ 

   ４．５ 

  －１．８ 

  －３．７ 

   ７．６ 

   － 

   ８．９ 

 －４．７ 

 －８．４ 

 －４．７ 

   ５．７ 

   ８．５ 

   ２．８ 

 －３．５ 

 －３．４ 

   ７．８ 

   － 

   ８．２ 

 －７．４ 

－１１．４ 

 －８．０ 

   ２．３ 

   ６．０ 

 －１．５ 

 －８．０ 

 －８．４ 

   － 

   － 

    （備考）日本政策投資銀行「２０００、２００１年度 設備投資計画調査」 
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７． 投資マインドを読む 

 

 設備投資が回復する条件としては、① 需要の回復、② 企業収益の回復 ③ 投資マインドの回復の

三つがあげられる。このうち投資マインドについては、設備投資の盛り上がりの時期にはこれが設備投資

を益々強いものにし、反対に設備投資が落ち込みをみせるとこれが足を引っ張り設備投資を益々弱いも

のにしてしまう。 

 即ち、投資マインドは景気の回復期には、景気に後押しされて改善し、投資マインドが強くなると今度は

逆に景気を後押しし、民間設備投資、ひいては景気自体を大きく左右する。その意味では、投資マインド

は民間設備投資回復のキメ手であるといえる。このため、民間設備投資をみる場合には、投資マインドの

動きを把握することは非常に大切である。 

 

７．１ 投資マインドは改善 

   －企業マインドに連動－ 

 

 設備投資をみる場合、投資マインドが大きなキメ手である。そこで、毎年、内閣府（昨年までは経済企画

庁）が発表している「企業行動に関するアンケ－ト」から投資マインドの動きを見ることにしよう。 

 内閣府経済社会総合研究所が１月に金融・保険業を除く１部・２部上場会社（２，２７０社）に対して行っ

た調査では、１，４０５社から回答が得られた（回答率６１．９％）。このアンケ－トの前半は、わが国企業の

経営環境と経営基本方針を尋ねるもので、実質経済成長率見通し、業界の需要の実質成長率見通し、

採算円レ－ト、設備投資の見通しなどが調査される。これは毎年継続的に調査が行われている。後半は、

毎年テ－マを変えて尋ねる形となっており、今年は日本企業のＩＴ化の現状と見通しについて問いかけて

いる。  

 さて、企業は民間設備投資をどのようにみているのであろうか。第３７表は、会社の工事ベ－スの設備投

資額についての調査結果を集計したものである。それによると、今回の調査では今後３年間の設備投資

の年平均伸び率は３．６％と昨年の１．７％から大きく回復し、投資マインドの回復を裏付けている。前回

の設備投資循環の盛り上がり時期における伸び率は、７年度４．１％、８年度４．８％、９年度５．０％であり、

今回の調査結果はこれらにほぼ匹敵する伸びとなっている。これには、足もとの設備投資の状況が前年

の調査時点よりも大きく改善していることと、景気が回復してきたことの二つが大きいと思う。 

 見通しの内容をみると、製造業が３．９％、非製造業が３．０％となっている。前回が１．９％と１．４％であ

ったから、それぞれ大きく上昇している。業種別にみると、伸びの高い方からパルプ・紙、倉庫・運輸、医

薬品、サ－ビス、非鉄金属、精密機械、電気機械の順となっており、情報関連、サ－ビス関連に加え、生

産が好調で、収益が伸びているパルプ・紙、医薬品で高い伸びとなっている。これとは逆に、自動車が主

体の輸送用機器や鉄鋼では伸びが低くなっており、投資抑制の続く電力・ガスでは大きなマイナスの伸

びとなっている。製造業を加工組立型業種と素材型業種とで見てみると、素材型業種の方での伸びが若

干高くなっている。足もとの投資を見ていても、素材型業種の伸びは比較的堅調である。 

 昨年の調査が１．７％であったのに対して今回は３．６％と伸びが大きく改善している。この改善してきた

理由について説明しよう。 

 まず第一に、１２年度の設備投資計画が、第３３表でみるように昨年の２月時点でマイナス１～２％あった

のに対して、１年経過した今年の２月時点における１２年度の実績見通しが６～７％と大きく好転しており、

足元の状況が良くなっている。 
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 第二に、この設備投資見通しは、企業が会社の設備投資計画をもとに予想している。企業では、中期

経営計画における設備投資の計画をベ－スに業界の動向、マクロ経済の動きなどを参考にして予想して

いるものと思われる。マクロ経済の動きが１年前に比べて好転していることも一つの大きな要因である。マ

クロ経済が好転することは期待成長率の上昇につながる。これは企業マインドの改善とみてよい。企業マ

インドが改善することは投資マインドの改善に結びつく。そのマクロ経済の動きは第３８表に示してある。こ

れによると、１３年度調査は単年度、今後３年間、今後５年間ともすべて前回調査を上回っている。 

 第三に今回の調査時点が１月ということで、設備投資がかなり良くなったと実感できる中での調査である。

需要が強くなり、企業収益が改善しているなかでの調査である。従って、その後の株価の低迷や半導体

等情報化関連の不振などによる企業マインドの低下の影響を反映していない。この企業マインドの低下

は設備投資をみる上で影響がないようにみえるが、実はそうではない。もし、調査時点が３月であったとす

ればもう少し低い数値が出ていた可能性がある。 

 企業マインドが投資マインドを大きく左右し、これが投資の見通しを大きく左右しているのである。 

 

    第３７表 今後３年間の設備投資増減率見通し（年度平均）の推移（単位、％） 

   全産業   製造業   非製造業 

平成元年度    ９．２    ９．６     ８．５ 

   ２    ９．７   １０．２     ８．７ 

   ３    ７．９    ７．７     ８．４ 

   ４    ４．６    ４．１     ５．５ 

   ５    ２．８    ２．６     ３．２ 

   ６    ２．０    １．７     ２．６ 

   ７    ４．１    ４．１     ４．１ 

   ８    ４．８    ４．７     ５．０ 

   ９    ５．０    ５．１     ４．９ 

  １０    ３．０    ３．４     ２．４ 

  １１    ０．３    ０．１     ０．６ 

  １２    １．７    １．９     １．４ 

  １３    ３．６    ３．９     ３．０ 

       （備考）内閣府「平成１２年度企業行動に関するアンケ－ト」２００１．４ 
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      第３８表 予想経済成長率の推移                （単位、％） 

                                 単年度   今後３年間   今後５年間 

平成元年度    ４．２     ３．７     ３．５ 

   ２    ４．３     ３．８     ３．６ 

   ３    ３．６     ３．５     ３．６ 

   ４    ３．１     ３．４     ３．５ 

   ５    ２．４     ２．９     ３．１ 

   ６    ０．８     １．７     ２．１ 

   ７    １．８     ２．２     ２．３ 

   ８    １．７     ２．０     ２．２ 

   ９    １．５     １．８     １．９ 

  １０    ０．９     １．４     １．７ 

  １１  －０．２     ０．８     １．２ 

  １２    ０．９     １．３     １．５ 

  １３    １．３     １．５     １．７ 

     （備考）内閣府「平成１２年度企業行動に関するアンケ－ト」２００１．４ 

 

７．２ 投資マインドは一旦落ち込むと回復には時間がかかる 

  －投資マインドの改善は遅れ勝ち－ 

 

投資マインドは景気や設備投資の動きよりも改善が遅れ勝ちである。投資マインドというものは足元のマ

クロ経済の状況や業界の業況、更には民間設備投資の動に大きく左右される。そして、投資マインドが強

くなると民間設備投資や景気をより強くする。第３７表を見てもわかるように、前回１２年度の調査のように、

実際に設備投資が盛り上がってきた時の調査でも、その時点でその盛り上がりを実感出来ない企業が多

いと、先行きについては、民間設備投資はそれ程伸びないとみてしまう。そして、先行きの見方について

は過去の投資のレベルに相当左右される。要するに、過去の延長線で考えてしまうのである。過去の設

備投資の伸びが低かったとしたら、過去のレベルに引っ張られて先行きについてはあまり伸びないとつい

見てしまうのである。足元で着実に設備投資が回復してきても、先行きについてはつい弱気にみてしまう。

これには、足元の設備投資の動きを実感出来ない、ないしは把握出来ないことも弱気に見てしまう要因と

して加わる。 

現在、投資マインドは大分良くなってきた。今説明したように、マインドはなかなか良くならないものであ

ると言える。つまり、暖まりにくく冷えやすいものであると言える。ようやく改善した設備投資がちょっとした

原因でで減少に転じることがある。せっかく改善してきた投資マインドの水準を維持するためには、将来

について期待を持つことが出来るようなな経済政策が必要であることは言うまでもない。 
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              第３９表  民間設備投資の伸びの推移 

   年度    実績 

 平成元年度 

     ２ 

     ３ 

     ４ 

     ５ 

     ６ 

     ７ 

     ８ 

     ９ 

    １０ 

    １１ 

    １２ 

   １２．５ 

   １１．３ 

    １．０ 

   －９．２ 

  －１１．１ 

   －４．５ 

    ３．６ 

    ８．５ 

    ８．８ 

   －５．２ 

   －１．０ 

    ４．６ 

             （備考）内閣府「国民所得統計」 

 

７．３ 投資マインドの回復は設備投資回復のキメ手 －キメ手であると同時に曲者－ 

 

 設備投資が盛り上がる条件としては、次の三つの要因が考えられる。 

① 需要の回復 

② 企業収益の改善 

③ 投資マインドの改善 

 このうち、需要の回復と企業収益の改善は設備投資の回復のための基本的な条件であり、ここで特に

説明をすることもない。現在、設備投資が回復してきたのも、この条件が揃っているためである。これらに

加えて、投資マインドの改善が設備投資が大きく盛り上がることのキメ手となり、これが投資動向を大きく

左右する。例えば、１３年１～３月期には工作機械の受注が前年同期比のプラス幅が縮小するなど落ちこ

みをみせたが、これは中小企業を中心とした投資マインドの大きな低下の影響がかなり大きいと思う。１期

前の１２年１０～１２月期に大きなピ－クをつけたにもかかわらず、大きく落ち込んでしまった。明らかに、落

ち過ぎといえるが、これには投資マインドの低下が大きく寄与している。これの反対のケ－スを考えると、

企業が景気が良いと感じたとすると投資マインドの改善を通して工作機械の受注がどんどん増える。 

 投資マインドは、設備投資の盛り上がり時期には、設備投資を益々強いものにし、反対に設備投資が落

ち込みを見せるとこれを益々弱いものにしてしまう。即ち、投資マインドは景気の回復に後押しされて改善

し、マインドが強くなった時点で反対に設備投資の拡大を通して景気を後押しする。反対に、景気が悪く

なると投資マインドの低下を通して民間設備投資が落ち込み、更には景気を悪いものにしてしまう。投資

マインドは投資のキメ手であると同時に曲者であるとも言える。これが民間設備投資、ひいては景気を大

きく左右するのである。 

 現在、投資マインドは足元で若干のもたつきがあるが、企業アンケ－トで見たように中期的には改善傾

向にある。産業機械のところでも見たように、産業の裾野の広がりが見られており、投資マインドがそれ程

弱くなったわけではない。ともすればＩＴ関連の落ち込みで設備投資全体がだめになったような論調が多

いが、ＩＴ関連以外の投資は結構強く、投資マインドﾞも設備投資もそれ程悪くなっていないというのが実情

である。 
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おわりに 

 

 平成１３年度の日本経済を見るとき、それを主導する需要項目は民間設備投資であると言える。他の需

要項目に強さが見られないために民間設備投資に大きな期待がかかるが、そのため、この先民間設備投

資がどうなるのか、あるいは設備投資の持続性と言ったこともよく話題となる。 

 設備投資については計量的分析がよく行われている。しかし実際のところ設備投資の関連指標をどう読

むかについては統計の内容にまで遡って余り言及されないし、解説したものも余り多くはない。機械受注

ひとつをとっても、「船舶・電力を除く民需」が民間設備投資の先行指標というだけで、その中身にどんな

ものがあり、なぜ先行性があるのかといった点についてきちんと解説したものは少ない。 

 本レポ－トでは、受注関連の統計を報告する立場に力点を置いて考察したが、統計の中身を的確に把

握し、設備投資関連の指標を確実に読み取ることによって、民間設備投資、景気の現状及び先行きがは

っきりしてくると思う。 
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３８．溝口敏行「経済統計論」東洋経済新報社、１９８５ 

３９．森一夫「日本の景気サイクル」東洋経済新報社、１９９７ 

４０．森田優三「経済統計読本」東洋経済新報社、１９７０ 

４１．守屋友一・妹尾芳彦「景気の読み方」日本経済新聞社、１９８６ 

４２．谷沢弘毅「現代日本の経済デ－タ」日本評論社、１９９７ 

４３．山縣祐一郎「経済統計の「超」解読術」東洋経済新報社、１９９６ 

４４．横溝正雄・日興リサ－チセンタ－「「景気循環」で読む日本経済」日本経済新聞社、１９９１ 

 



 統計研究参考資料（最近刊行分） 

 号数 タイトル 刊行年月日 

 ６１ 「統計の品質」をめぐって－翻訳と論文 １９９９．１２．２０ 

 ６２ 合衆国BLS：国際比較諸統計－翻訳－ １９９９．１２．２０ 

 ６３ フィンランドにおけるレジスター・ベースの統計生産－翻訳－ ２０００．０１．２５ 

 ６４ 産業・職業別死亡統計－日・北欧比較と年齢別死亡分析－ ２０００．０２．２９ 

 ６５ 統計体系の日米比較 ２０００．０９．１５ 

 ６６ 英国政府統計体系 ２０００．０９．１５ 

 ６７ 経済統計をどう読むか -景気関連統計の特性とその利用- ２０００．０９．１５ 

 ６８ 統計調査等の報告者の報告負担問題 ２０００．１０．２０ 

 ６９ 中国購買力平価推計に関するサーベイと１９９５年中日産業別購買力平価の推計 ２０００．１１．３０ 

 ７０ 景気関連統計の読み方 ２００１．０１．３１ 

 ７１ 無償労働と有償労働のつながり ２００１．０３．２０ 

 ７２ ロシアのシャドーエコノミー ２００１．０３．３０ 
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